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電子商取引における消費者保護ルールの新展開
電子商取引・決済法研究会
（代表　福　原　紀　彦）＊
は じ め に
　電子商取引の法制度整備は，電子商取引の誕生から揺籃期においては，
①法的障害除去と②電子情報環境下における取引安全の確保を二大目標と
し，さらに，そこでは，電子商取引における消費者保護の問題が発生し
た1）。その段階でのルールづくりの視点は，既存取引で実現されていた保
護の水準を電子商取引においても維持することと，電子情報環境に不慣れ
な消費者の被害を防止することに主眼が置かれていた。また，グローバル
化への対応が強く要請された。その場合，電子商取引の法制度整備のあり
方は，伝統的な法制度整備状況が複雑に成熟している国々では，個別的な
法改正や立法対応により進められ，伝統的な法制度整備が必ずしも複雑に
成熟しているとは言えない国々では，包括的な新規立法が企図される傾向
にあった。
　電子商取引が成長期を迎えて，通信販売の延長であった時期から，電子
商取引固有の機能を発揮するビジネスモデルの開発と多様化により，さら
なる普及と進展の時期に至った今日では，電子商取引の法制度整備と，そ
こでの消費者保護ルールの形成状況は，国際的にも，国内的にも新たな展
＊　所員・中央大学法科大学院教授
1）　福原紀彦「電子商取引法の生成と消費者保護の課題」『現代企業法学の課題
と展開』文眞堂（1998年）333頁，参照。
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開をみせているといってよい。伝統的な法制度整備が複雑に成熟している
国々では，さらに法的障害の除去が求められ，個別立法対応による間隙を
埋めるべき規制横断的な法制度整備が求められている。他方で，包括的な
新規立法を企図する国々では，この機会に，従来の法制度整備の不備を補
いつつ，新たなビジネスモデルをも視野に収めて，先進的な法体系を誕生
させようとしている。
　当研究会における共同研究の成果報告の一環である本シリーズでは，電
子商取引における消費者保護ルールの新展開の国際的状況を把握する上
で，重要かつ最新の手掛かりとなる立法資料等を翻訳・紹介する。まず，
国際的法制度整備の先導役を果たしてきた1999年の OECD 理事会勧告が
2016年に改訂されたことの紹介を皮切りに，2016年における中国および韓
国の近況を伝える立法動向等を，順次，翻訳・紹介する。時折しも，日本
では，2016年上半期の時点で，「電子商取引及び情報財取引等に関する準
則」（平成28年改訂）が公表され，消費者三法のうち，消費者契約法と特
定商取引法が改正されるとともに，割賦販売法の改正が準備されている。
本シリーズが，そうした，電子商取引の進展に伴う新たな消費者保護ルー
ルの形成を推進する基礎作業の一環となれば幸いである。
 （福原紀彦）
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電子商取引における消費者保護に関するOECD理事会勧告2016
訳　神　山　静　香＊
訳者はしがき
1 ．策定の背景と経緯
　1999年， 経済協力開発機構（以下，「OECD」1）という） 理事会は，
“Guidelines for Consumer Protection in the Context of Electronic Commerce”
『電子商取引における消費者の保護のための行動指針に関する OECD 理事
会勧告』2）を採択した。同勧告は，1998年カナダのオタワで開催された「国
境なき世界（ボーダーレス・ワールド）─グローバルな電子商取引の潜在
的可能性の実現─」と題した OECD 閣僚級会議の要請を受けて，OECD
消費者政策委員会（Committee on Consumer Policy，以下「CCP」という）
が策定し，電子商取引における消費者保護に関して，適正な紛争解決と救
済メカニズム，支払の保護，プライバシーと教育，公正で透明な事業と広
告活動，事業者・商品・サービス・取引に関する情報について規定したも
のである。
　同勧告公表後，電子商取引が劇的に進化するなかで，OECD は，2008
＊　嘱託研究所員・中央大学研究開発機構助教
1）　OECD（Organisation for Economic Co-operation and Development） には現
在，日本，韓国，フランス，ドイツ，アメリカ，イギリスなど，北米，欧州，
豪州の35ヵ国が加盟している。https://www.oecd.org/
2）　福原紀彦「電子商取引における消費者保護ガイドラインに関する OECD 理
事会勧告」比較法雑誌34巻 ₂ 号（2000）参照。
　　OECD の Web サイトにおいても， 原文（英語）（http://www.oecd.org/sti/
consumer/34023811.pdf）及び邦訳（http://www.oecd.org/sti/consumer/34023598.
pdf）が公表されている。
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年に開催された「インターネット経済の将来に関する閣僚級会議」の要請
に応じて，上記勧告の見直しに着手した。2009年ワシントン D.C. で開催
された「イー・コンシューマーの権利の確保：インターネット経済におけ
る消費者保護の強化に関する会議」を手始めに，CCP は，モバイル・オ
ンライン決済，無形のデジタル・コンテンツ商品の購入，消費者参加型の
電子商取引に関する動向や政策課題について調査・分析した。
　同調査・分析の詳細なレビューを経て，CCP は，2014年，市場におけ
る革新と競争を促進しつつ，情報開示，誤認的，詐欺的な商行為，確認プ
ロセスと支払，詐欺やなりすまし，紛争解決と救済といった消費者が直面
している課題に対処し，効果的な消費者保護を実現することを目的とし
て，1999年勧告の改定に同意した。2016年 ₃ 月24日，改定された “Recom-
mendation of the Council on Consumer Protection in E-commerce”『電子商取
引における消費者保護に関する OECD 理事会勧告』3）は，OECD 理事会に
おいて承認された。
2 ．「電子商取引における消費者保護に関するOECD理事会勧告」
（2016）の概要
　本勧告の主要部分は，52の原則からなる第 ₁ 部と，第 ₂ 部および第 ₃ 部
として，以下のように構成されている。
第 ₁ 部　一般原則（GENERAL PRINCIPLES）
　　A．透明かつ効果的な保護（Transparent and Effective Protection）
　　B． 公正な事業， 広告及びマーケティング活動（Fair Business, Ad-
vertising and Marketing Practices）
3）　https://www.oecd.org/sti/consumer/ECommerce-Recommendation-2016.pdf
（原文）
　　邦訳として，消費者庁仮訳 OECD「電子商取引における消費者保護 OECD
勧 告 」（2016），http://www.caa.go.jp/adjustments/pdf/160617adjustments_1.
pdf がある。
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　　C．オンライン上における情報開示（Online Disclosures）
　　　　一般原則（General Principles）
　　　　事業者に関する情報（Information about the Business）
　　　　 商品またはサービスに関する情報（Information about the Goods 
or Services）
　　　　取引に関する情報（Information about the Transaction）
　　D．確認プロセス（Confirmation Process）
　　E．支払（Payment）
　　 F．紛争解決及び救済（Dispute Resolution and Redress）
　　　　内部苦情処理（Internal complaints handling）
　　　　裁判外紛争解決（Alternative dispute resolution）
　　　　救済（Redress）
　　G．プライバシー及びセキュリティ（Privacy and Security）
　　H． 教育，啓発，デジタル能力・適性（コンピテンス）（Education, 
Awareness and Digital Competence）
第 ₂ 部　執行原則（IMPLEMENTATION PRINCIPLES）
第 ₃ 部　 グローバルな協力の原則（GLOBAL CO-OPERATION PRINCI-
PLES）
　本勧告は，近年の電子商取引の動向と消費者が直面している諸問題を踏
まえて，電子商取引における消費者保護の枠組みを示したものであり，法
的拘束力を有するものではない。しかし，本勧告は，各加盟国の考えに基
づいて策定されており，各加盟国には，本勧告の内容を完全に実施するた
めに最大限の努力を払うことが期待され，また，そのような強い道義的責
任があるとされる4）。
4）　染谷隆明「「電子商取引における消費者保護に関する OECD 理事会勧告」の
概説」NBL No.1075（2016. 6. 1）参照。
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翻　訳
電子商取引における消費者保護に関する OECD 理事会勧告
Consumer Protection in E-commerce OECD Recommendation
序　　　文
　OECD 理事会（Council）が電子商取引における消費者保護に関する最初の国際
文書（以下，「1999年勧告」という。）を採択した1999年以来，電子商取引は飛躍的
に進化してきた。2016年 ₃ 月24日，OECD 理事会は1999年勧告を改定した。かかる
『電子商取引における消費者保護に関する理事会勧告（OECD, Recommendation of 
the Council on Consumer Protection in E-commerce (2016)』（以下，「改定勧告」と
いう。）は，今日のダイナミックな電子商取引市場における最新動向と消費者が直
面している課題に対応するものである。
　「国境なき世界（ボーダーレス・ワールド）─グローバルな電子商取引の潜在的
可能性の実現─」と題した1998年 OECD 閣僚級会議で要請されたように，1999年
勧告は，電子商取引における消費者保護について，以下の主な特徴を規定した。す
なわち，適正な紛争解決と救済メカニズム，支払の保護，プライバシーと教育，公
正で透明な事業と広告活動，事業者・商品・サービス・取引に関する情報である。
　OECD は，インターネット経済の将来に関する2008年の閣僚級会議における閣僚
からの要請に再び応じて，消費者に対して，電子商取引の機会の活用をより一層奨
励する方法を検討するために1999年勧告の見直しに着手した。2009年にワシントン
D.C. で開催されたイー・コンシューマーの権利の確保：インターネット経済にお
ける消費者保護の強化に関する会議を手始めとして，CCP は，モバイル・オンラ
イン決済，無形のデジタル・コンテンツ商品の購入，そして消費者参加型の電子商
取引に関する動向や政策課題を調査，分析した。
　この調査・分析作業は，使いやすさやより安全な支払方法が選択できるだけでな
本翻訳の質及び原文との整合性・一貫性については，本翻訳の訳者が一切の責任を
負う。原文と本翻訳との間になんらかの相違・矛盾が生じた場合には，原文が優先
する。
英語による原文は，下記タイトルにて OECD により発行されている。
OECD (2016), OECD Recommendation of the Council on Consumer Protection in 
E-Commerce, OECD Publishing, Paris, DOI: http://dx.doi.org/10.1787/9789264255258-
en
©2016　日本比較法研究所（本翻訳・日本語版）
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く，他より低い価格での幅広い選択肢など，電子商取引が10年間に消費者にもたら
した多くの利点の概要を示した。一方で，この作業は，オンライン環境のより高度
な複雑さやそれに関連した消費者のリスクも指摘した。例えば，携帯電話請求書の
決済やプリペイドカードといった非伝統的な支払方法による購入，また，アプリや
電子書籍などのデジタル・コンテンツ商品を購入する場合に，消費者が自らの権
利・義務を理解できない場合があることを明らかにした。
　OECD 消費者政策ツールキット（The OECD Consumer Policy Toolkit）5）は，消
費者が移動中いつでも利用可能な状況の下で（“on the go”），電子商取引のために
モバイル機器を使用する場合，十分に検討することなくヒューリスティック（発見
的・試行錯誤的）な方法に基づいて決定する傾向が強まることを強調した。不正な
料金請求，誤認的で詐欺的な商行為も依然として問題となっている。
　詳細なレビューを経て，2014年，CCP は，市場における革新と競争を促進しつ
つ，明らかになった課題に対処し，効果的な消費者保護を実現するため，1999年勧
告を改定することに同意した。改定勧告に盛り込まれた主要な新項目は以下のとお
りである。
非金銭取引（Non-monetary transactions）
　消費者は個人情報と引き換えに“無料”の商品やサービスを手に入れることが増
加しており，かかる非金銭的取引も改定勧告の範囲に明示的に含まれることとされ
た。政府やステークホルダーは，上記の取引に関する問題に悩む消費者の救済方法
を検討することが要請されている。
デジタル・コンテンツ商品（Digital content products）
　デジタル・コンテンツに関する取引では，技術的又は契約上，アクセスや使用に
制限があるが，多くの消費者は自らの権利・義務を理解することが難しい。消費者
は，機能やインターオペラビリティ（相互運用性）に加えて，上記制限について明
瞭な情報を提供されなければならないことを明確にするための新たな文言が付加さ
れた。
取引に参加する消費者（Active consumers）
　消費者が販売促進活動や製品開発に参加し，他の消費者と取引を行うなど，現在
の電子商取引のビジネスモデルでは，消費者と事業者の境界が曖昧になってきてい
る。したがって，改定勧告の範囲は広がり，消費者間取引を促進する事業活動を含
むものとなっている。消費者の推薦が真実かつ透明であることを確保するための新
5）　（訳注）Consumer Policy Toolkit（OECD Web サイトからリンクされた原文）
http://www.keepeek.com/Digital-Asset-Management/oecd/governance/
consumer-policy-toolkit_9789264079663-en#.V5cWyLiLQ2w#page1
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たな規定が付加された。
モバイル機器（Mobile devices）
　電子商取引のためのモバイル機器の使用の増加は，情報開示を効果的なものとす
る上で多くの技術上の問題を引き起こしており（例えば，小さな画面上での情報開
示など），消費者による情報の記録の保存を制限することがある。技術上の制限又
は使用したモバイル機器の特性を説明する必要性を強調するために二つの新たな規
定が付加された。
プライバシーとセキュリティリスク（Privacy and security risks）
　消費者データは多くの電子商取引サービスの中核をなすものであり，このことは
プライバシー及びセキュリティリスクを高めている。改定勧告は，他の OECD の
文書に従って同リスクに対処する必要性を示しており，事業者・消費者間（B2C）
の電子商取引について特別の重要事項に対する特別な保護を強調する二つの新たな
規定が置かれている。
支払決済の保護（Payment protection）
　支払決済の保護の水準は，使用する支払方法の種類によって異なり得ることは認
めつつ，改定勧告は，すべての種類の支払方法に適用される消費者保護の最低限の
水準を構築するために，政府とステークホルダーが協働するよう要請している。
商品の安全（Product safety）
　多くの国では，販売が禁止されており，あるいはオフラインの小売市場から回収
された安全でない様々な商品が電子商取引において入手可能である。安全でない商
品がオンラインで取引を行う消費者に提供されないこと及び事業者は，この問題に
対応するために所管省庁と協力することを確保するための規定が新設された。
　これに加えて，改定勧告はその他のいくつかの規定を改定している。一つは，消
費者保護の関係当局の最も重要な役割に関するもの，及び電子商取引において消費
者を保護する関係当局の能力を高め，国境を越える問題において情報を交換し，協
力し合うことの必要性に関するものである。もう一つは，情報経済学と行動経済学
から得られた知見に基づく実証研究を通して，この分野における政策策定を科学的
証拠に基づき向上させることの要請である。
　改定勧告は，CCP の Nathalie Homobono 現議長と Michael Jenkin 前議長のリーダ
ーシップの下，事業者，市民社会，インターネット技術コミュニティとの綿密な協
議に基づいて，CCP によって策定された。改定勧告の準備期間において，CCP は，
国連貿易開発会議（United Nations Conference on Trade and Development: UNCTAD），
東南アジア諸国連合（Association of Southeast Asia Nations: ASEAN），消費者保護
及び執行のための国際ネットワーク（International Consumer Protection and En-
forcement Network: ICPEN）などの他の国際フォーラムとの協力関係を強化した。
電子商取引における消費者保護ルールの新展開
415
電子商取引における消費者保護に関する OECD 理事会勧告
Recommendation of the Council on Consumer Protection in E-commerce
 2016年 ₃ 月24日─ C(2016)13
　理事会は，1960年12月14日の OECD 条約第 ₅ 条 b）に鑑み，本勧告によって改
定される電子商取引における消費者保護のためのガイドラインに関する理事会勧告
［C(99)184/FINAL］に鑑み，国境を越えた詐欺的・欺瞞的商行為に対する消費者保
護ガイドラインに関する理事会勧告［C(2003)116］，消費者の紛争解決及び救済に
関する理事会勧告［C(2007)74］，インターネット経済の将来のための宣言（ソウル
宣言）［C(2008)99］，インターネット政策策定原則に関する理事会勧告［C(2011)154］，
プライバシー保護と個人データの国際流通についてのガイドラインに関する理事会
勧告（「プライバシーガイドライン」）［C(80)58/Final, 修正版］，消費者政策決定に
関する理事会勧告［C(2014)30］，経済的社会的発展のためのデジタルセキュリティ
リスク管理に関する理事会勧告（「セキュリティリスク勧告」）［C(2015)115］に鑑
み，便利な決済方法の選択肢があり，低価格で，多様な事業者により提供されるデ
ジタル・コンテンツ商品を含む，様々な商品・サービスが様々な端末を通じて簡単
に入手，利用できることなど，消費者にとっての電子商取引の利点を認識し，商
品・サービスに関する情報を消費者が収集し，比較し，検討し，共有することを可
能にし，また，消費者間取引を促進させるビジネスモデルを含む新たなビジネスモ
デルの開発を促進する電子商取引市場のダイナミックで革新的な特徴を認識し，い
つでも，どの場所でも，とりわけ国境を越える場合でも，容易かつ迅速に電子商取
引を行うことができることが，消費者にとって不慣れな状況や消費者の利益を危険
にさらす状況を生み出す可能性があることを認識し，情報開示，誤認的又は不公正
な商行為，確認と支払，詐欺となりすまし及び紛争解決と救済に関連する多数の消
費者の課題に対処する必要性を認識し，電子商取引において消費者を効果的に保護
し，国境を越える問題における情報交換及び協力を行う権限を消費者保護執行機関
が有する必要性を認識し，電子商取引において消費者が直面するプライバシーやセ
キュリティのリスクが高まっていること，及び，プライバシーガイドラインとセキ
ュリティリスク勧告に従って，電子商取引における消費者の信頼を向上させるため，
かかるリスクに効果的に対処する必要があることに留意し，政府，事業者及び消費
者にとって電子商取引における効果的な消費者保護の核となる事項に関する明瞭な
ガイドラインが重要であること，同ガイドラインは，電子商取引における消費者保
護のための追加的な施策によって補足され得るものであることを認識し，技術革新
に配慮した（イノベーションフレンドリー），技術中立的で，かつ，情報経済学及
び行動経済学からの証拠と知見に基づく電子商取引に関する政策の重要性を認識し，
電子商取引における消費者保護のため，柔軟で，グローバルに拡張可能な政策を開
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発する際における多様なステークホルダーを関与させる透明なプロセスの価値を認
識し，電子商取引に関わる当事者間における消費者保護のための適切な責任分配は，
消費者の福祉を促進し，消費者の信頼を高めるために重要であることを強調する。
　そうして，消費者政策委員会の提案について，
　I．本勧告は，事業者が消費者間取引を可能にし，促進する商行為を含む事業者・
消費者間電子商取引（以下「電子商取引」という。）に適用されること，及び，本
勧告がデジタル・コンテンツを含む商品・サービス（以下「商品・サービス」とい
う。）のための金銭的及び非金銭的取引の双方に関連する商行為を対象とすること
に同意する。
　II．本勧告を支持する加盟国及び非加盟国（以下「（勧告を）支持する諸国（Ad-
herents）」という。）は，電子商取引における消費者保護のための政策枠組みにお
いて，以下の原則を実施するため，透明かつ包括的な方法で，事業者，消費者団体
及びその他の市民社会団体（以下「ステークホルダー」という。）とともに取り組
むことを推奨する。
第 ₁ 部　一般原則（GENERAL PRINCIPLES）
A．透明かつ効果的な保護（Transparent and Effective Protection）
₁ ．電子商取引に参加する消費者は，少なくとも他の商業形態において与えられる
保護水準の透明かつ効果的な消費者保護が与えられなければならない。
₂ ．政府とステークホルダーは，上記の保護を達成し，子どもや弱い又は不利な立
場にある消費者のための環境を含む，電子商取引という特別な環境に対応するの
に必要な変更事項を決定するために協働しなければならない。その際に，情報経
済学及び行動経済学からの知見を考慮しなければならない。
B． 公正な事業，広告及びマーケティング活動（Fair Business, Advertising and 
Marketing Practices）
₃ ．電子商取引に従事する事業者は，消費者の利益に適切な配慮をし，信義誠実の
一般原則に従うだけでなく，公正な事業，広告及びマーケティング慣行に従って
行動しなければならない。
₄ ．事業者は，欺瞞的，誤認的，詐欺的又は不公正とみられる表示又は省略，その
他のあらゆる行為を行ってはならない。これには，商品又はサービスの名称，言
葉，写真，音声及び／又はビデオ映像の特性を通じて伝わる黙示的な不実表示，
及び，隠され，認識や理解が困難な責任放棄声明（disclaimers）を用いること及
び，表示又は行為によって消費者に与え得る一般的な印象を含む。
₅ ．事業者は，取引に関する消費者の意思決定に影響を与える可能性がある取引条
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件を偽り又は隠してはならない。
₆ ．事業者は，不公正な契約条件を使用してはならない。
₇ ．消費者による契約違反の場合の金銭賠償が契約条件に規定されている場合，か
かる金銭賠償は生じる可能性のある損害に見合ったものでなければならない。
₈ ．事業者は，消費者の個人情報の収集と利用に関する欺瞞的行為を行ってはなら
ない。
₉ ．事業者は，事業者のために行為を行う者が欺瞞的，誤認的，詐欺的又は不公正
な行為を行うことを容認してはならず，そのような行為を防ぐための対策を講じ
なければならない。
10．事業者は，いかなる明示又は黙示の表示であっても，その表示が続いている間
は，その内容を実証できなければならず，その後合理的な期間においても同様で
ある。
11．事業者は，業界の自主規制コード又はプログラム，プライバシーに係る通告，
消費者との取引に関わるその他のポリシーや実務慣行（プラクティス）の遵守に
関して行ういかなる明示又は黙示の表示をも遵守しなければならない。
12．事業者は，否定的なレビュー，請求に関する異議の申立て，又は政府機関や他
の苦情処理機関への相談や苦情の申立てを行う消費者の能力を制限しようとして
はならない。
13．広告及びマーケティングは，それ自体，広告やマーケティングであることを明
確に特定・識別できなければならない。
14．第三者により代わりに広告・マーケティングがなされている事業主体を特定で
きないことが欺瞞的と言い得る場合には，広告及びマーケティングは，当該事業
主体を特定できるものでなければならない。
15．事業者は，商品及びサービスの広告又はマーケティングが，商品及びサービス
の実際の特徴，アクセスの条件及び使用条件と合致することを確保しなければな
らない。
16．事業者は，広告されている価格が，商品及びサービスの総額を偽り又は隠して
いないことを確保しなければならない。
17．広告及びマーケティングで活用される推薦は，真実であって，実証されたもの
であり，推薦者の意見及び実際の経験を反映したものでなければならない。消費
者が推薦に対して抱く重要性や信頼性に影響を与える可能性のある事業者とオン
ライン上の推薦者との重要な関係は，明瞭かつ目立つように開示されなければな
らない。
18．子どもや弱い又は不利な立場にある消費者，その他提供される情報を十分に理
解する能力を有しないとみられる者に向けて行う広告又はマーケティングには，
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事業者は，特別の注意を払わなければならない。
19．義務付けられていない場合でも，事業者は，適切な状況において，承認後の取
引を取り消す可能性を消費者に提供することを検討しなければならない。
20．事業者は，電子商取引のグローバルな性質を考慮し，目的とする市場の多様な
規制特性を考慮しなければならない。
21．事業者は自己の真正な身元や所在を隠すために，又は消費者保護の基準の遵守
及び／又は執行メカニズムを回避するため，電子商取引の特性を悪用してはなら
ない。
22．事業者は，電子メール又はその他の電子的手段によるかを問わず，消費者が一
方的に送りつけられる商業上のメッセージを受け取ることを望むか否かを選択で
きる，効果的で利用しやすい手続を開発し，実施しなければならない。消費者が
当該メッセージの受信拒否を指定した場合はいつでも，かかる指定は尊重されな
ければならない。
23．事業者は，消費者の健康又は安全に不当なリスクをもたらす商品又はサービス
の提供，広告又は販売を行ってはならない。事業者は，販売中の商品又はサービ
スにかかるリスクがあることが確認された場合は，所管官庁と協力しなければな
らない。
24．事業者は，電子商取引のプラットフォームやオンライン決済システムを設計す
るにあたり，障害を持つ者のニーズを考慮しなければならない。
C．オンライン上における情報開示（Online Disclosures）
一般原則（General Principles）
25．消費者が，取引に関して情報に基づいた意思決定を行うのに十分な情報を持つ
ことができるよう，オンライン上の情報開示は，明確で，正確であり，容易にア
クセスでき，かつ，見やすいものでなければならない。かかる情報開示は，平易
で，わかりやすい言語により，適切な時期に，かつ消費者が当該情報の完全で正
確かつ永久的な記録を保持できる方法により行われなければならない。
26．取引を行うにあたり複数の言語が利用できる場合，事業者は，消費者が取引に
関して十分な情報に基づいた意思決定を行うのに必要なすべての情報を，同一の
言語で利用できるようにしなければならない。費用に関するすべての情報は，状
況から明らかな場合を除いて，適用される通貨を表示しなければならない。
27．事業者は，すべての必要な情報を提供する場合に，機器やプラットフォームの
技術上の制限や特性を考慮しなければならない。
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事業者に関する情報（Information about the Business）
28．消費者との間で電子商取引に従事する事業者は，事業者自身に関し，容易に入
手できる情報を提供しなければならず，この情報は，少なくとも，以下のことを
十分に可能とするものでなければならない。ⅰ）事業者の特定，ⅱ）消費者が事業
者との間でなしうる迅速，簡易かつ効果的な連絡，ⅲ）適切かつ効果的な紛争解
決，ⅳ）国内及び国境を越える紛争における法的手続のサービス，ⅴ）事業者の所
在地。
29．この情報は，以下の情報を含むものでなければならない。事業者の法律上の名
称及び事業取引上の使用名称，主たる地理的所在地，電子メールアドレス，電話
番号又はその他の電子的連絡手段，消費者との商取引を行うウェブサイトのため
のドメイン名の登録情報及び関係政府への登録又は免許情報。
30．事業者が，関連する自主規制プログラム，事業者団体，紛争解決組織又は他の
機関のメンバーであることを公表するときは，事業者は，消費者が当該機関に容
易に連絡が取れるよう十分な情報を提供しなければならない。事業者は，消費者
に対し，メンバーであることを確かめる，当該機関の関連規定と慣行を入手し，
当該機関によって提供される紛争解決メカニズムを利用する簡便な方法を提供し
なければならない。
商品またはサービスに関する情報（Information about the Goods or Services）
31．消費者との間で電子商取引に従事する事業者は，取引に関して消費者が情報に
基づいた意思決定をなし得るのに十分な，提供される商品又はサービスを説明す
る情報を提供しなければならない。
32．商品又はサービスの種類を含む，関連する要因に応じて，この情報には次の事
項が含まれなければならない。
　ⅰ）重要なファンクショナリティ（機能性）及びインターオペラビリティ（相互
運用性）の特性
　ⅱ）商品又はサービスを入手する，アクセスする又は利用する消費者の能力に影
響を及ぼし得る重要な技術上又は契約上の要件，制限又は条件
　ⅲ）安全性と健康管理に関する情報
　ⅳ）年齢に関する諸制限
取引に関する情報（Information about the Transaction）
33．電子商取引に従事する事業者は，取引に関して，消費者が情報に基づいた意思
決定ができるよう，取引に付帯する条件及び費用に関する十分な情報を提供しな
ければならない。消費者は，取引のいかなる段階でも，この情報に容易にアクセ
スできなければならない。
34．事業者は，消費者に対し，当該取引に関連する諸条件について，明瞭でわかり
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やすくすべてを明示しなければならない。
35．取引に適用され，かつ適切である場合，当該情報は次の事項を含むものでなけ
ればならない。
　ⅰ）事業者により賦課及び／又は徴収される，すべての確定した強制的費用を含
む初回価格
　ⅱ）事業者がそれを知り，かつ，消費者が取引を承認する前に，事業者によって
賦課及び／又は徴収される変動する強制的なオプション料金の存在についての
情報
　ⅲ）その他，第三者によって賦課及び／又は徴収される定期的な費用の存在の通
知
　ⅳ）契約期間，自動的な再購入及び契約更新など継続的に発生する請求，かかる
自動契約条項からのオプトアウトするための方法などを含む支払いに関する条
件，及び方法
　ⅴ）配送又は性能の条件
　ⅵ）撤回，終了又はキャンセル，アフターサービス，返却，交換，返金，担保責
任及び保証に関する詳細及び条件
　ⅶ）プライバシーポリシー
　ⅷ）利用できる紛争解決及び救済手段に関する情報
D．確認プロセス（Confirmation Process）
36．特に新しい支払方法において，事業者は，取引を承認するために求められる手
順が明確であることを確保しなければならない。また，事業者は，消費者が取引
の承認を求められる時点，支払の完了後，あるいは別の方法で，契約により拘束
される時点が明確であることを確保しなければならない。
37．事業者は，消費者に対して，消費者が取引の承認を求められる前に，配送及び
価格情報，商品又はサービスに関する概要についての情報を見直す機会を提供し
なければならない。事業者は，必要に応じて，消費者が誤りを確認・訂正し，取
引を修正又は停止できるようにしなければならない。
38．事業者は，消費者が十分な情報に基づいて同意することを明示的に表明しない
限り，取引を処理してはならない。
39．事業者は，消費者が当該取引を完了するために使用した機器又はプラットフォ
ームと互換性のあるフォーマットにおいて，当該取引の完全かつ正確で，永久的
な取引の記録を消費者が保持できるようにしなければならない。
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E．支払（Payment）
40．事業者は，利用が容易な支払方法を消費者に提供し，個人情報への不正アクセ
ス又は不正利用，詐欺及びなりすましなどから生じる支払に関連するリスクに見
合うセキュリティ対策を実施しなければならない。
41．政府及びステークホルダーは，利用される支払方法にかかわらず，電子商取引
の支払に関する最低限の消費者保護の水準を構築するために協働しなければなら
ない。このような保護には，適切な場合には，チャージバックメカニズムに加え
て，不正な請求又は詐欺的な請求に係る消費者の責任に対する規制措置，あるい
は業界主導による責任制限を含まなければならない。エスクローサービスなど，
電子商取引に対する消費者の信頼を高める可能性があるその他の支払方法の開発
も奨励されなければならない。
42．政府及びステークホルダーは，複数の裁判管轄において支払保護ルールの調和
が有益となり得る他の分野を調査し，支払に関する保護の水準が異なる場合，国
境を越える取引を含む問題について，最善の対処方法を明確にするよう努めなけ
ればならない。
F．紛争解決及び救済（Dispute Resolution and Redress）
43．消費者は，適時に，国内又は国境を越える電子商取引に係る紛争を解決するた
めに，適切な場合には，不要な費用と負担なく救済を得るために，公正で容易に
利用でき，透明かつ効果的なメカニズムを利用できなければならない。これらに
は，内部苦情処理や裁判外紛争解決（以下，「ADR」という。）などの裁判外のメ
カニズムを含まなければならない。準拠法に従って，かかる裁判外のメカニズム
の利用は，消費者が他の紛争解決及び救済を求めることを妨げてはならない。
内部苦情処理（Internal complaints handling）
44．可能な限り早期に，無料で，消費者が事業者と直接に，私的に苦情を解決する
ことができる，事業者による内部苦情処理メカニズムの構築が奨励されなければ
ならない。
裁判外紛争解決（Alternative dispute resolution）
45．消費者は，電子商取引に関する苦情の解決を促進するために，低価格又は国境
を越えた取引に特に注意を払っているオンライン紛争解決システムを含む ADR
メカニズムを利用できなければならない。上記メカニズムは，様々な方法により
財政的に支援されるかもしれないが，客観的，公平かつ一貫した紛争解決が，か
かる財政的支援又はその他の支援による影響から独立した個々の結果を提供する
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よう設計されなければならない。
救済（Redress）
46．事業者は，商品又はサービスに欠陥がある，消費者の機器を破損する，広告さ
れた品質基準を満たしていない又は配送の問題があったことなどにより消費者が
被る損害について，消費者に対し，救済を与えなければならない。政府及びステ
ークホルダーは，非金銭的取引も含め，適切な状況において，消費者に救済を付
与する方法を検討しなければならない。
47．政府及びステークホルダーは，消費者保護執行機関及び消費者団体，消費者の
苦情を取り扱う自主規制機関等のその他の関連機関が，金銭的救済を含めて，消
費者のために行動し，救済を実施し又は促進する能力を有することの確保に向け
て努力しなければならない。
G．プライバシー及びセキュリティ（Privacy and Security）
48．事業者は，消費者データの収集及び利用に関連した行為が，適法，透明かつ公
正であり，消費者の参加及び選択を可能にし，合理的なセキュリティ保護策を提
供することを確保することにより，消費者のプライバシーを保護しなければなら
ない。
49．事業者は，消費者が電子商取引に参加することへの悪影響を減少させる又は抑
制するために，デジタルセキュリティリスクを管理し，セキュリティ対策を実施
しなければならない。
H． 教育，啓発，デジタル能力・適性（コンピテンス） 
（Education, Awareness and Digital Competence）
50．政府及びステークホルダーは，電子商取引について，消費者，政府職員及び事
業者を教育し，十分な情報に基づいた意思決定を促進するために共同して取り組
まなければならない。国内及び国境を越えるレベルにおいて，事業者や消費者そ
れぞれの権利・義務を含む，事業者や消費者のオンライン上での活動に適用され
る消費者保護の枠組みについて，事業者及び消費者の意識啓発を行うために共同
して取り組まなければならない。
51．政府及びステークホルダーは，電子商取引に参加するためのデジタル技術への
アクセス及び利用に関連する知識とスキルの付与を目的とした教育と啓発プログ
ラムを通じて，消費者のデジタル能力・適性（コンピテンス）を高めるために，
共同して取り組まなければならない。当該プログラムは，年齢，収入，リテラシ
ー等の要因を考慮して，様々なグループのニーズを満たすよう設計されなければ
ならない。
52．政府及びステークホルダーは，消費者及び事業者を教育するために，グローバ
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ルネットワークによって可能となった革新的技術を含む，すべての効果的な方法
を活用しなければならない。
第 ₂ 部　執行原則（IMPLEMENTATION PRINCIPLES）
53．本勧告の目的を達成するため，政府はステークホルダーと協力し，以下の事項
を実施しなければならない。
　ⅰ）以下の事項により，電子商取引のための科学的証拠に基づいた政策策定の向
上に努めること
　　─消費者の苦情，調査及びその他の動向データの収集と分析
　　─情報経済学及び行動経済学から得た知見に基づく実証研究
　ⅱ）技術的中立の原則を念頭に置きながら，電子商取引における消費者を保護す
る法律を見直し，必要に応じて，採用し，適用すること
　ⅲ）詐欺的，誤認的又は不公正な商行為から消費者を保護するために調査を行い，
措置を講じるための権限及び能力を有し，当該権限を効果的に行使するための
リソースと技術的専門知識を有する消費者保護執行機関を設立し，維持するこ
と
　ⅳ）消費者保護執行機関が，外国の消費者に対し詐欺的で欺瞞的な商行為を行っ
た国内の事業者に対して措置を講じること，及び国内の消費者に対し詐欺的か
つ欺瞞的な商行為を行った外国の事業者に対して措置を講じることを可能にす
るよう努力すること
　ⅴ）効果的な紛争解決メカニズムの促進を通じて，電子商取引における信頼性を
高めることに有用である，効果的な共同規制（co-regulatory）及び自主規制
（self-regulatory）メカニズムの継続的な構築を奨励すること
　ⅵ）消費者を保護し，権利を確保するツールとしての技術の継続的な開発を奨励
すること
　ⅶ）消費者の教育情報及び助言を利用する消費者の能力ならびに電子商取引に関
連する苦情を申し立てる消費者の能力を育むこと
第 ₃ 部　グローバルな協力の原則（GLOBAL CO-OPERATION PRINCIPLES）
54．グローバルな電子商取引において効果的な消費者保護を提供するため，政府は
以下の事項を実施しなければならない。
　ⅰ）政府やステークホルダーの間において，国際レベルで，コミュニケーション，
協力，適切な場合には，共同イニシアティブの開発と実施を促進すること
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　ⅱ）適切な場合には，通知，情報共有，調査支援，共同行動により，調査や執行
活動を協力し，調整する消費者保護執行機関及びその他の機関の能力を向上さ
せること。特に，政府は以下の事項を行わなければならない
　　─国境を超える場合を含めて，法執行，規制監督及び法令遵守の実施のために，
少なくとも，事業主体の所在地とその代表者を認めるのに十分な事業者自身
に関する情報を容易に利用できるようにすることを事業者に求めること
　　─企業の秘密情報又は個人情報についての適切な保護措置に従って，消費者保
護執行機関の情報共有能力を高めるよう努めること
　　─特定の事案又は調査に関する協力は，協力を求められている消費者保護執行
機関の裁量に委ねられていることを認識しながら，支援や協力を簡略化し，
取り組みの重複を防ぎ，協力に関して起こり得る意見の相違を解決するため
にあらゆる努力を行うこと
　ⅲ）かかる協力を実現するため，適切な場合には，既存の国際的ネットワークを
利用し，二国間及び／又は多国間の合意その他の協定を締結すること
　ⅳ）消費者の福祉を促進し，消費者の信頼を強化すること，及び事業者の予測可
能性を確保し，消費者を保護するという目標を推し進めるため，消費者保護の
核となる事項について国内及び国際的レベルでのコンセンサス（合意）の形成
に継続して取り組むこと
　ⅴ）消費者・事業者間の紛争に起因する判決，及び詐欺的，誤認的又は不公正な
商行為に対処すべく行われた法執行に起因する判決に関する相互認識と執行に
関する合意その他の協定の締結に向け，協力して取り組むこと
　ⅵ）電子商取引における消費者の信頼の強化に関して，準拠法や裁判管轄の役割
を検討すること
Ⅲ．ステークホルダーに対し，電子商取引への取り組みにおいて，本勧告を普及さ
せ，従うことを奨励する（ENCOURAGES）
Ⅳ．本勧告を支持する OECD 加盟国政府（adherents），その他，諸国及び事務総
長に対し，本勧告を普及させることを要請する（INVITES）
Ⅴ．本勧告を支持しない加盟国政府，その他，諸国（non-adherents）に対し，本
勧告を考慮に入れ，支持することを要請する（INVITES）
Ⅵ．CCP に対し，以下の事項を指示する（INSTRUCTS）
　ⅰ）本勧告の実施に関する進捗と経験について情報を共有するためのフォーラム
としての役割を果たすこと
　ⅱ）本勧告の実施をモニター（監視）し，本勧告の採択後 ₅ 年以内及びその後，
適切な時期に理事会（Council）に報告すること
 以上
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大韓民国電子商取引消費者保護法2016年改正法
訳　李　　　賢　　貞＊
訳者はしがき
1 ．立法の背景と改正の経緯
　韓国では，インターネットの発達とともに電子商取引の割合が増加し，
これに伴う消費者被害の発生の可能性が高まることに対応して，2002年 ₃
月30日法律第6687号として「電子商取引等における消費者保護に関する法
律」が制定され，同年 ₇ 月 ₁ 日に施行された。同法は，既存の「訪問販売
等に関する法律」に規定されていた従来の通信販売制度では，インターネ
ットを活用する電子商取引に対処するには限界があることから，通信販売
に関する事項を個別に分離して，同法の適用対象を明確にして，電子商取
引において通信販売業者などが遵守すべき事項等を規定した。同法は，同
法上の義務に違反した者に対する是正措置命令や課徴金制度などを導入す
るなど，公正な取引の秩序を確立し，消費者を保護する目的のもとに構成
された。
　同法は，制定 ₃ 年後の2005年に改正が行われている。同改正では，非対
面取引方式での消費者被害を防ぐために，消費者の決済代金を第三者に預
け入れる制度（いわゆるエスクロー制度）を導入し，また，通信販売業者
の無差別的な購入勧誘広告により発生する消費者の不便を解消するため
に，消費者が購入勧誘広告の受信を拒否する意思をインターネットを介し
て登録することができるシステムを運営することにより，電子商取引上の
消費者保護の強化を図った。
　他方，通信販売業者が申込撤回などをした消費者に支給する遅延賠償金
＊　嘱託研究所員・延世大学法学専門大学院法学研究院特任教授
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の算定基準となる遅延金利を，その範囲の具体的な基準を提示していない
まま，公正取引委員会が定めて告示するようにしていたが，これは取引当
事者の予測可能性を阻害して政権の恣意的な行政立法により，国民の財産
権が侵害される余地があることから，以後，その遅延金利を年間100分の
40以内の範囲で「銀行法」による金融機関が適用する延滞金利などの経済
事情を考慮して，大統領令で定めるようにした。
　同法の2012年改正では，消費者被害補償保険契約の締結が義務付けられ
る前払式支払手段発行者の範囲を拡大し，通信販売業者に財貨などの情報
と払戻し遅延損害賠償金に関する事項を表示・広告または告知させるよう
にした。通信販売仲介業者は，消費者に通信販売仲介依頼者に関する情報
を消費者に提供していないか，または提供された情報が事実と違って財産
上の損害が発生した場合には，通信販売仲介依頼者と連帯して賠償責任を
負うことになった。さらに，事業者が電子商取引を行うサイバーモールの
構築とサーバーの管理などのサービスを提供するホスティング事業者に対
して，電子商取引事業者の身元確認義務を課した。
　同法の2013年改正では，通信販売業者が前払式通信販売をする場合，消
費者が決済代金についてのエスクローの利用を消費者被害補償保険契約の
締結の中で選択するよう義務化する「購入安全保護措置」について，その
適用範囲を ₁ 回あたりの支払額を基準として ₅ 万ウォンを超過する取引に
限定していた従来の規定を改正して， ₅ 万ウォン以下の少額取引にも適用
を拡大することにより，消費者利益の保護を強化した。
2 ．大韓民国電子商取引消費者保護法2016年改正法の概要
　今般の2016年の最新改正法では，ネット上のカフェ及びブログサービス
を通じて訪問者数の増大と検索広告の誘致などで利益を享受しているポー
タルサイト運営者などに対して，当該カフェ及びブログが本法に規定する
義務を果たすよう管理する一定の責任を付与するとともに，申込撤回の妨
害行為がある場合には，申込撤回の可能期間を妨害行為の終了日から起算
するように改めた。
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　また，申込受付と代金決済などの取引過程で重要な業務の一部を直接実
行するオープンマーケット，アプリストアなどの通信販売仲介業者に対し
て，その役割に応じた責任を課した。現行法上，営業停止制度は，証拠資
料の確保と公正取引委員会の決議に長時間を要し，被害拡散を防止するた
めには限界がある。そこで，電子商取引分野の違法行為による消費者被害
の拡散を早期に防止するために，新たに「一時停止命令制度」を導入する
とともに，新設制度などと関連して制裁規定などの整備を行った。
翻　訳
電子商取引等における消費者保護に関する法律
 （2002年 ₃ 月30日法律第六六八七号）
 最終改正：2016年 ₃ 月29日法律第一四一四二号
第 ₁ 章　総則（第 ₁ 条─第 ₄ 条）
第 ₂ 章　電子商取引及び通信販売（第 ₅ 条─第？条）
第 ₃ 章　消費者権益の保護（第 ₁ 条─第 ₄ 条）
第 ₄ 章　調査及び監督（第 ₁ 条─第 ₄ 条）
第 ₅ 章　是正措置及び課徴金の賦課（第 ₁ 条─第 ₄ 条）
第 ₆ 章　補則（第 ₁ 条─第 ₄ 条）
第 ₇ 章　罰則
附則
第 ₁ 章　総　　　則
（目的）
第 ₁ 条　この法律は，電子商取引や通信販売などによる財貨または役務の公正な取
引に関する事項を規定することにより，消費者の権益を保護し，市場の信頼性を高
め，国民経済の健全な発展に資することを目的とする。
（定義）
第 ₂ 条　この法律で使用する用語の意味は次の通りである。
₁ ．「電子商取引」とは，電子取引（「電子文書と電子取引基本法」第 ₂ 条第 ₅ 号の
規定による電子取引をいう。以下同じ）の方法で商行為をすることをいう。
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₂ ．「通信販売」とは，メール・電気通信，その他総理令で定める方法で財貨また
は役務（一定の施設を利用したり，役務を提供されることができる権利を含む。以
下同じ）の販売に関する情報を提供し，消費者の申込みを受けて商品または役務
（以下「財貨等」という。）を販売することをいう。ただし，「訪問販売等に関する
法律」第 ₂ 条第 ₃ 号の規定による電話勧誘販売は通信販売の範囲から除外する。
₃ ．「通信販売業者」とは，通信販売を業とする者又はその者と約定に基づいて通
信販売業務を行う者をいう。
₄ ．「通信販売仲介」とは，サイバーモール（コンピュータなどと情報通信設備を
利用して，財貨等を取引することができるように設定された仮想の営業場をいう。
以下同じ。）の利用を許諾したり，その他，総理令で定める方法で取引当事者間の
通信販売を斡旋する行為をいう。
₅ ．「消費者」とは，次のいずれかに該当する者をいう。
　ガ．事業者が提供する財貨などを消費生活のために使用（利用を含む。以下同
じ。）する者
　ナ．ガに掲げる以外の者であって，事実上イに掲げる者のような地位と取引条件
で取引する者等，大統領令で定める者
₆ ．「事業者」とは，物品を製造（加工または包装を含む。以下同じ）・輸入・販売
したり，役務を提供する者をいう。
（適用除外）
第 ₃ 条　①　この法律の規定は，事業者（「訪問販売等に関する法律」第 ₂ 条第 ₆
号の多段階（連鎖販売取引）販売員は除く。以下この項において同じ）が商行為を
目的で購入する取引には適用しない。ただし，事業者であっても，事実上消費者の
ような地位で，他の消費者と同じ取引条件で取引する場合には，この限りでない。
　②　第13条第 ₂ 項の規定による契約の内容に関する書面（電子文書を含む。以下
同じ）の交付義務に関する規定は，次の各号の取引には適用しない。ただし，第 ₁
号の場合には，総理令で定めるところにより契約内容に関する書面の内容や交付の
方法を別に行うことができる。
₁ ．消費者がすでによく知っている規約または定型化された取引方法に応じて随時
取引する場合であって，総理令で定める取引
₂ ．他の法律（「民法」と「訪問販売等に関する法律」は除く。）に，この法律の規
定と異なる方法で契約書の交付義務等が規定されている取引
　③　通信販売業者ではない者間の通信販売仲介をする通信販売業者に対しては，
第13条から第15条まで，第17条から第19条までの規定を適用しない。
　④　「資本市場と金融投資業に関する法律」の投資売買業者・投資仲介業者が行
う証券取引，大統領令で定める金融会社などが金融商品取引や日常生活用品，飲食
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料などを隣接地域に販売するための取引に対しては，第12条から第15条まで，第17
条から第20条まで及び第20条の ₂ を適用しない。
（他の法律との関係）
第 ₄ 条　電子商取引または通信販売での消費者保護に関してこの法律と他の法律が
競合する場合には，この法律を優先適用する。ただし，他の法律を適用することが
消費者に有利な場合には，その法律を適用する。
第 ₂ 章　電子商取引及び通信販売
（電子文書の活用）
第 ₅ 条　①　「電子文書と電子取引基本法」第 ₆ 条第 ₂ 項第 ₂ 号にもかかわらず，
事業者が消費者と事前に電子文書をもって取引することを約定して指定されたアド
レス（「電子文書と電子取引基本法」第 ₂ 条第 ₂ 号の情報処理システムをいう。）に
電子文書（「電子文書と電子取引基本法」第 ₂ 条第 ₁ 号の規定による電子文書をい
う。以下同じ。）を送信していない場合には，その事業者は，当該電子文書による
権利を主張することはできない。ただし，緊急の場合，消費者もすでに電子文書を
もって取引することを予定している場合，消費者が電子文書を出力した場合等，大
統領令で定める場合は，この限りでない。
　②　事業者は，電子署名（「電子署名法」第 ₂ 条第 ₂ 号による電子署名をいう。
以下同じ。）をした電子文書を使用するには，大統領令で定めるところにより，そ
の電子文書の効力，受領手続き及び方法等を消費者に告知しなければならない。
　③　事業者は，電子文書を使用する場合，消費者に特定の電子署名の方法を利用
するように強制（特殊な標準などを利用することにより，実質的に特定の電子署名
の方法の利用が強制される場合を含む。）してはならないし，消費者が選択した電
子署名の方法の使用を不当に制限してはならない。
　④　電子商取引をする事業者は，消費者の会員加入，契約の申込み，消費者関連
情報の提供などを電子文書を通じてできるようにする場合には，会員脱退，申込の
撤回，契約の解約・解除・変更，情報の提供及び利用に関する同意の撤回なども電
子文書をもって行うことができるようにすべきである。
　⑤　電子商取引をする事業者は，消費者が財貨等の取引に関する確認・証明を電
子文書で提供してくれることを要求した場合，これに従わなければならない。
　⑥　電子商取引をする事業者が電子文書をもって提供するのが難しい技術的な理
由やセキュリティ上の理由が明らかで，これを消費者にあらかじめ告知した場合に
は，第 ₄ 項及び第 ₅ 項を適用しない。
　⑦　電子商取引をする事業者が第 ₄ 項及び第 ₅ 項に基づく義務を履行する際には，
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サイバーモールの構築及び運営に関する事業者は，その義務の履行に必要な措置を
するなど，協力しなければならない。
（取引記録の保存等）
第 ₆ 条　①　事業者は，電子商取引や通信販売での表示・広告，契約内容及びその
履行などの取引に関する記録をかなりの期間保存しなければならない。この場合，
消費者が簡単に取引記録を閲覧・保存することができる方法を提供しなければなら
ない。
　②　第 ₁ 項により事業者が保存すべき取引記録とそれに関連する個人情報（氏
名・住所・電子メールアドレス等の取引の主体を識別することができる情報に限定
する）は，消費者が個人情報の利用に関する同意を撤回する場合にも，「情報通信
網の利用促進及び情報保護等に関する法律」など，大統領令で定める個人情報保護
に関する法律の規定にもかかわらず，これを保存することができる。〈改正2016. 3. 
29.〉
　③　第 ₁ 項により事業者が保存する取引記録の対象・範囲・期間及び消費者に提
供する閲覧・保存の方法に関して必要な事項は，大統領令で定める。
（操作ミスなどの防止）
第 ₇ 条　事業者は，電子商取引での消費者の操作ミスなどによる意思表示の錯誤な
どで発生する被害を防ぐことができるように取引代金が課される時点や申込前にそ
の内容を確認したり，正すに必要な手続きを用意しなければならない。
（電子的代金支払の信頼の確保）
第 ₈ 条　①　事業者が大統領令で定める電子的手段による取引代金の支払（以下
「電子支払い」という。）の方法を利用する場合，事業者との電子決済手段発行者，
電子決済サービス提供者等の大統領令で定める電子的代金支払関係者（以下「電子
決済業者等」という。）は，関連する情報のセキュリティ保護に必要な措置をしな
ければならない。
　②　事業者と電子決済業者などは，電子的代金支払が行われる場合，消費者の申
込みの意思が真正の意思表示によるものかを確認するために，次の各号の事項につ
いて明確に告知し，告知した事項に対する消費者の確認手続きを大統領令で定める
ところにより，設けなければならない。
　 ₁ ．財貨などの内容と種類
　 ₂ ．財貨等の価格
　 ₃ ．役務の提供期間
　③　事業者と電子決済業者などは，電子的代金支払が行われる場合には，電子文
書の送信など，総理令で定める方法で消費者にその事実を知らせ，いつでも消費者
が電子的代金支払に関する資料を閲覧することができるようにしなければならな
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い。
　④　サイバーモールで使用されている電子的代金支払方法として財貨などを購
入・利用するために，あらかじめ対価を支払う方式の決済手段の発行者は，総理令
で定めるところにより，その決済手段の信頼性の確認と関連した事項，使用上の制
限やその他の注意事項などを表示したり，告知しなければならない。
　⑤　事業者と消費者の間で電子的代金支払に関して争いがある場合は，電子決済
業者などは，代金の支払いに関する情報の閲覧を許容するなど，大統領令で定める
ところにより，その紛争の解決に協力しなければならない。
（配送事業者等の協力）
第 ₉ 条　①　電子商取引や通信販売に応じて財貨等を配送【「情報通信網利用促進
及び情報保護等に関する法律」第 ₂ 条 ₁ 項 ₁ 号の情報通信網（以下，「情報通信網」
という。）を介して伝送を含む。】する事業者は，配送事故や配送障害などで紛争が
発生した場合には，大統領令で定めるところにより，その紛争の解決に協力しなけ
ればならない。
　②　ホスティングサービス（事業者が電子商取引を行うことができるようにサイ
バーモールの構築とサーバーの管理などをしてくれるサービスをいう。以下，この
条において同じ。）を提供する者は，事業者とホスティングサービスに関する利用
契約を締結している場合，事業者の身元を確認するための措置を講じなければなら
ない。
　③　事業者と消費者間で紛争が発生した場合のホスティングサービスを提供する
者は，次の各号のいずれかに該当する者の要求に応じて事業者の身元情報等，大統
領令で定める資料を提供することで，その紛争の解決に協力しなければならない。
〈改正2016. 3. 29.〉
₁ ．紛争の当事者である消費者（消費者が訴訟を提起する場合に限る）
₂ ．公正取引委員会
₃ ．特別市長・広域市長・特別自治市長・道知事・特別自治道知事（以下，“市・
道知事”という。）または，市長・郡守・区庁長（自治区の区庁長をいう。以下，
同じ。）
₄ ．捜査機関
₅ ．その他の紛争解決のために必要であると認められ，大統領令で定める者
（電子掲示板サービス提供者の責任）
第 ₉ 条の ₂ 　①「情報通信網利用促進及び情報保護等に関する法律」第 ₂ 条 ₁ 項 ₉
号の掲示板を運営する同項 ₃ 号の情報通信サービス提供者（以下，「電子掲示板サ
ービス提供者」という。）は，その掲示板を利用して，通信販売や通信販売仲介が
行われる場合，これによる消費者被害が発生しないように，次の各号の事項を履行
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しなければならない。
₁ ．掲示板を利用して，通信販売や通信販売仲介を業とする者（以下「掲示板利用
の通信販売業者等」という。）がこの法律に基づく義務を遵守するように案内して
勧告すること
₂ ．掲示板利用通信販売業者などと消費者の間で，この法と関連して紛争が発生し
た場合，消費者の要求に応じて，第33条による消費者被害紛争調整機構に，消費者
の被害救済申請を代行する装置を設けて，大統領令で定めるところにより運営する
こと
₃ ．その他の消費者被害を防止するために必要な事項として，大統領令で定める事
項
　②　電子掲示板サービス提供者は，掲示板利用通信販売業者等に対し，第13条 ₁
項 ₁ 号及び ₂ 号の身元情報確認措置を講じなければならない。
　③　電子掲示板サービス提供者は，掲示板利用の通信販売業者などと消費者の間
で紛争が発生した場合，次の各号のいずれかに該当する者の要求に応じて，第 ₂ 項
による身元確認措置を通じて得た情報利用通信販売業者などの身元情報を提供し，
その紛争の解決に協力しなければならない。
₁ ．第33条による消費者被害紛争調整機構
₂ ．公正取引委員会
₃ ．市・道知事又は，市長・郡守・区庁長
［本条新設2016. 3. 29］
（サイバーモールの運営）
第10条　①　電子商取引をするサイバーモールの運営者は，消費者が事業者の身元
などを容易に知ることができるように，次の各号の事項を総理令で定めるところに
より表示しなければならない。
₁ ．商号及び代表者氏名
₂ ．営業所があるところの住所（消費者の苦情を処理することができる場所の住所
を含む）
₃ ．電話番号・電子メールアドレス
₄ ．事業者登録番号
₅ ．サイバーモールの利用約款
₆ ．その他の消費者保護のために必要な事項として，大統領令で定める事項
　②　第 ₁ 項によるサイバーモールの運営者は，そのサイバーモールでこの法律に
違反した行為が行われる場合，運営者が措置しなければならない部分があれば，是
正に必要な措置に協力しなければならない。
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（消費者に関する情報の利用等）
第11条　①　事業者は，電子商取引や通信販売をするために，消費者に関する情報
を収集したり，利用（第 ₃ 者に提供する場合を含む。以下，同じ。）するときは，
「情報通信網利用促進及び情報保護等に関する法律」などの関係規定に基づいて，
これを公正に収集したり，利用しなければならない。
　②　事業者は，財貨などを取引する場合において，消費者に関する情報が盗用さ
れ，その消費者に財産上の損害が発生し，又は発生するおそれがある特別な事由が
ある場合には，本人確認や被害の回復など，大統領令で定める必要な措置を講じな
ければならない。
（通信販売業者の申告等）
第12条　①　通信販売業者は，大統領令で定めるところにより，次の各号の事項を
公正取引委員会又は，特別自治市長・特別自治道知事・市長郡守・区庁長に申告し
なければならない。ただし，通信販売の取引回数，取引規模等が公正取引委員会が
告示で定める基準以下である場合には，この限りでない。〈改正2016. 3. 29.〉
₁ ．商号（法人の場合には，代表者の氏名及び住民登録番号を含む），住所，電話
番号
₂ ．電子メールアドレス，インターネットドメイン名，ホストサーバーの所在地
₃ ．その他の事業者の身元確認のために必要な事項として，大統領令で定める事項
　②　通信販売業者が第 ₁ 項により申告した事項を変更するには，大統領令で定め
るところにより，申告しなければならない。
　③　第 ₁ 項により申告した通信販売業者は，その営業を休業又は，廃業したり，
休業した後，営業を再開時には，大統領令で定めるところにより申告しなければな
らない。
　④　公正取引委員会は，第 ₁ 項により申告した通信販売業者の情報を，大統領令
で定めるところにより，公開することができる。
（身元および取引条件に関する情報の提供）
第13条　①　通信販売業者が物品等の取引に関する申込みを受ける目的で表示・広
告をする時には，その表示・広告には，次の各号の事項を含まなければならない。
〈改正2016. 3. 29.〉
₁ ．商号及び代表者氏名
₂ ．住所・電話番号・電子メールアドレス
₃ ．第12条により，公正取引委員会又は特別自治市長・特別自治道知事・市長・郡
守・区庁長にした申告の申告番号とその申告を受けた機関の名前などの申告を確認
することができる事項
　②　通信販売業者は，消費者が契約の締結前に，財貨などに対する取引条件を正
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確に理解してミスや錯誤なしで取引することができるように，次の各号の事項を適
切な方法で表示・広告するか，告知しなければならず，契約が締結されると，契約
者に次の各号の事項が記載された契約内容に関する書面を財貨などを供給するまで
交付しなければならない。ただし，契約者の権利を侵害しない範囲で，大統領令で
定める事由がある場合には，契約者を代えて財貨等の供給を受ける者に契約内容に
関する書面を交付することができる。
₁ ．財貨などの供給者および販売者の商号，代表者の氏名・住所および電話番号な
ど
₂ ．財貨等の名称及び種類と内容
₂ の ₂ ．財などの情報に関する事項。この場合，製品に表示された記載として契約
内容に関する書面への記載に代えることができる。
₃ ．財貨等の価格（価格が決定されていない場合には，価格を決定する具体的な方
法）とその支払方法と支払時期
₄ ．財貨などの供給方法および供給時期
₅ ．申込の撤回および契約の解除（以下「申込撤回等」という。）の期限・行使方
法及び効果に関する事項（申込撤回などの権利を行使するのに必要な書式を含む）
₆ ．財貨などの交換・返品・保証とその代金の払戻し及び払戻しの遅延による賠償
金支払の条件・手続
₇ ．電子媒体で供給することができる財貨などの送信・設置などをする時，必要な
技術的な事項
₈ ．消費者被害補償の処理，財貨などに対する苦情処理や消費者と事業者間の紛争
処理に関する事項
₉ ．取引に関する約款（その約款の内容を確認することができる方法を含む。）
10．消費者が購入の安全のために願う場合には，財貨等を供給されるまで，大統領
令で定める第三者にその財貨などの決済代金を預入すること（以下「決済代金預入」
という。）の利用を選択することができるという点や通信販売業者の第24条 ₁ 項に
よる消費者被害補償保険契約等の締結を選択することができているという点（第15
条 ₁ 項による前払いの供給通信販売の場合のみであり，第24条 ₃ 項各号のいずれか
に該当する取引をする場合は除く）
11．その他，消費者の購買するかどうかの判断に影響を与える取引条件又は，消費
者被害の救済に必要な事項として，大統領令で定める事項
　③　通信販売業者は，未成年者と財貨などの取引に関する契約を締結するときは，
法定代理人がその契約に同意しないと未成年者本人又は，法定代理人がその契約を
取消すことができるという内容を未成年者に告知しなければならない。
　④　公正取引委員会は，第 ₁ 項及び第 ₂ 項による通信販売業者の商号等に関する
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事項，財貨などの情報に関する事項と取引条件に対する表示・広告及び告知の内容
と方法を定めて告示することができる。この場合，取引方法や財貨などの特性を考
慮して，その表示・広告及び告知の内容と方法を別に定めることができる。
　⑤　通信販売業者は，第 ₂ 項の規定により，消費者に表示・広告するか告知した
取引条件を信義を守って誠実に履行しなければならない。
（申込確認等）
第14条　①　通信販売業者は，消費者から財貨などの取引に関する申込みを受ける
と，申込の意思表示の受信確認と販売可能可否に関する情報を消費者に速やかに通
知しなければならない。
　②　通信販売業者は，契約締結前に消費者が申込み内容を確認し，訂正したり，
取消すことができるように，適切な手続きを備えなければならない。
（財貨等の供給等）
第15条　①　通信販売業者は，消費者が申込みをした日から ₇ 日以内に財貨などの
供給に必要な措置をしなければならず，消費者が財貨等の供給を受ける前にあらか
じめ財貨などの代金をすべて又は，一部支払いする通信販売（以下「前払い式通信
販売」という。）の場合には，消費者がその代金を全部または一部支給した日から
₃ 営業日以内に財貨などの供給のために必要な措置を講じなければならない。ただ
し，消費者と通信販売業者間で財貨などの供給時期について別に約定したものがあ
る場合は，この限りでない。
　②　通信販売業者は，申込を受けた財貨等を供給することが困難であることが分
かったときは，遅滞なく，その理由を消費者に知らせなければならないし，前払い
式通信販売の場合には，消費者がその代金の全部又は一部を支給した日から ₃ 営業
日以内に払戻し，または還付に必要な措置をしなければならない。
　③　通信販売業者は，消費者が財貨等の供給手続き及び進行状況を確認できるよ
うに適切な措置を講じなければならない。この場合，公正取引委員会は，その措置
に必要な事項を定めて告示することができる。
　④　第 ₂ 項により前払い式通信販売で財貨などの代金を返金するか，還付に必要
な措置をしなければならない場合には，第18条 ₁ 項から ₅ 項までの規定を準用す
る。
第16条　削除
（申込撤回など）
第17条　①　通信販売業者や財貨などの購入に関する契約を締結した消費者は，次
の各号の期間（取引当事者が次の各号の期間より長い期間で約定した場合には，そ
の期間をいう。）以内に当該契約に関する契約撤回などをすることができる。〈改正
2016. 3. 29.〉
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₁ ．第13条第 ₂ 項による契約の内容に関する書面を受け取った日から ₇ 日。ただし，
その書面を受け取ったときより財貨などの供給が遅れて行われた場合には，財貨等
を供給受けたり，財貨等の供給が始まった日から ₇ 日
₂ ．第13条第 ₂ 項による契約の内容に関する書面を受けない場合，通信販売業者の
住所などが書かれていない書面を受け取った場合又は，通信販売業者の住所変更な
どの事由で第 ₁ 号の期間で契約撤回などをすることができない場合には，通信販売
業者の住所を知った日又は，知ることができた日から ₇ 日
₃ ．第21条第 ₁ 項第 ₁ 号又は，第 ₂ 号の申込撤回などの妨害行為がある場合には，
その妨害行為が終了した日から ₇ 日
　②　消費者は，次の各号のいずれかに該当する場合には，通信販売業者の意思に
反して，第 ₁ 項による申込みの撤回などをすることができない。ただし，通信販売
業者が第 ₆ 項による措置をしていない場合には，第 ₂ 号から第 ₅ 号までの規定に該
当する場合にも，申込撤回などをすることができる。〈改正2016. 3. 29〉
₁ ．消費者に責任がある事由で財貨などが滅失したり毀損された場合。ただし，財
貨等の内容を確認するために包装などを毀損した場合は除く。
₂ ．消費者の使用又は，一部消費で財貨などの価値が著しく減少した場合
₃ ．時間の経過し，再び販売する困るほど財貨などの価値が著しく減少した場合
₄ ．複製が可能な財貨などの包装を毀損した場合
₅ ．役務又は，「文化産業振興基本法」第 ₂ 条第 ₅ 号のデジタルコンテンツの提供
が開始された場合。ただし，可分的役務又は可分的デジタルコンテンツで構成され
た契約の場合には，提供が開始されていない部分については，この限りでない。
₆ ．その他に取引の安全のために，大統領令で定める場合
　③　消費者は，第 ₁ 項及び第 ₂ 項にもかかわらず，財貨等の内容が表示・広告の
内容と異なったり契約の内容と異なって移行された場合には，その財貨などの供給
を受けた日から ₃ ヶ月以内に，その事実を知った日又は，知ることができた日から
30日以内に契約撤回などをすることができる。
　④　第 ₁ 項又は第 ₃ 項の規定による申込みの撤回などを書いている場合には，そ
の意思表示が書かれた書面を発送した日にその効力が発生する。
　⑤　第 ₁ 項から第 ₃ 項までの規定を適用する際に財貨などの毀損に関する消費者
の責任があるかどうか，財貨などの購入に関する契約が締結された事実及びその時
期，財貨等の供給の事実とその時期等について争いがある場合には，通信販売業者
がこれを証明しなければならない。
　⑥　通信販売業者は，第 ₂ 項第 ₂ 号から第 ₅ 号までの規定に基づいて，契約撤回
などが不可能な財貨などの場合には，その事実を財貨などの包装やその他に消費者
が容易に知ることができるところを明確に表示したり，試験使用の商品を提供する
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などの方法で申込みの撤回などの権利行使が妨げられていないように措置しなけれ
ばならない。ただし，第 ₂ 項第 ₅ 号中のデジタルコンテンツについて，消費者が契
約撤回などをすることができない場合には，申込撤回などが不可能であることの表
示とともに大統領令で定めるところにより，試験使用商品を提供するなどの方法で
申込撤回などの権利行使が妨げられていないようにしなければならない。〈改正
2016. 3. 29.〉
（申込撤回などの効果）
第18条　①　消費者は，第17条第 ₁ 項又は第 ₃ 項の規定により契約撤回等を行った
場合には，既に供給された財貨などを返還しなければならない。ただし，すでに供
給された財貨などが役務又はデジタルコンテンツである場合には，この限りでない。
〈改正2016. 3. 29.〉
　②　通信販売業者（消費者から財貨などの代金を受けた者又は消費者との通信販
売に関する契約を締結した者を含む。以下，第 ₂ 項から第10項までの規定において
同じ。）は，次の各号のいずれかに該当する日から ₃ 営業日以内に，既に支給され
た財貨などの代金を還付しなければならない。この場合，通信販売業者が消費者に
財貨などの代金の払戻しを遅延したときは，その遅延期間に対して年100分の40以
内の範囲で「銀行法」による銀行が適用される延滞金利などの経済事情を考慮して，
大統領令で定める利率を乗じて算定した遅延利息（以下「遅延賠償金」という。）
を支払わなければならない。〈改正2016. 3. 29.〉
₁ ．通信販売業者が財貨を供給した場合には，第 ₁ 項本文に基づいて，財貨を返し
た日
₂ ．通信販売業者が役務又はデジタルコンテンツを供給した場合には，第17条第 ₁
項又は第 ₃ 項の規定により契約撤回等を行った日
₃ ．通信販売業者が財貨等を供給していない場合には，第17条第 ₁ 項又は第 ₃ 項の
規定により契約撤回等を行った日
　③　通信販売業者は，第 ₁ 項及び第 ₂ 項により財貨等の代金を還付するとき，消
費者が「与信専門金融業法」第 ₂ 条第 ₃ 号によるクレジットカードやその他大統領
令で定める決済手段として財貨などの代金を支給した場合には，遅滞なく，その決
済手段を提供した事業者（以下「決済業者」という。）に財貨などの代金請求を停
止するか，取消するように要請しなければならない。ただし，通信販売業者が決済
業者から当該財貨などの代金を既に受けたときは，遅滞なく，その代金を決済業者
に還付し，その事実を消費者に知らせなければならない。
　④　第 ₃ 項ただし書に基づいて，通信販売業者から財貨などの代金を還付を受け
た決済業者は，その還付を受けた金額を遅滞なく消費者に還付するか，還付に必要
な措置をしなければならない。
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　⑤　第 ₃ 項ただし書に該当する通信販売業者の払戻しを遅延して，消費者が代金
を決済させた通信販売業者は，その遅延期間の遅延賠償金を消費者に支払わなけれ
ばならない。
　⑥　消費者は，通信販売業者が第 ₃ 項ただし書にもかかわらず，正当な理由なく
決済業者に代金を払戻していない場合には，決済業者にその通信販売業者に対する
他の債務と通信販売業者から還付を受ける金額を相殺するのを要請することができ
る。この場合，決済業者は大統領令で定めるところによって，その通信販売業者に
対する他の債務と相殺することができる。
　⑦　消費者は，決済業者が第 ₆ 項による相殺を正当な事由なく怠った場合には，
決済業者に対して代金の支払いを拒否することができる。この場合，通信販売業者
と決済業者は，その支払いを拒否を理由に，その消費者を約定した期日までに債務
を返済していない者を処理するなど，消費者に不利益を与える行為をしてはならな
い。
　⑧　第 ₁ 項の場合，通信販売業者は，すでに財貨などが一部使用されたり，一部
の消費された場合には，その財貨などのいくつかの使用または一部消費によって消
費者が得た利益又はその財貨などの供給にかかった費用に相当する金額として大統
領令で定める範囲の金額を消費者に請求することができる。
　⑨　第17条第 ₁ 項の規定による申込撤回等の場合供給された財貨等の返還に必要
な費用は，消費者が負担し，通信販売業者は，消費者に申込撤回などを理由に違約
金や損害賠償を請求することができない。
　⑩　第17条第 ₃ 項による申込撤回等の場合，財貨等の返還に必要な費用は通信販
売業者が負担する。
　⑪　通信販売業者，財貨等の代金を受けた者又は消費者との通信販売に関する契
約を締結した者が同一人ではない場合に，これらは第17条第 ₁ 項及び第 ₃ 項の規定
による申込撤回等による第 ₁ 項から第 ₇ 項までの規定による財貨などの代金の払戻
しと関連した義務の履行に対して連帯して責任を負う。
（損害賠償請求金額の制限など）
第19条　①　消費者に責任がある事由で財貨などの販売に関する契約が解除された
場合は，通信販売業者が消費者に請求する損害賠償額は，次の各号の区分に応じて
定めた金額に代金未納による遅延賠償金を加えた金額を超えることはできない。
₁ ．供給した財貨などが返された場合：次の各目の金額中，大きい金額
ガ．返された財貨などの通常使用料またはその使用で通常得られる利益に相当する
金額
ナ．返された財貨などの販売価額（販賣價額）で，その財貨などが返された当時の
価額を差引いた金額
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₂ ．供給した財貨などが返されていない場合：その財貨などの販売価額に相当する
金額
　②　公正取引委員会は，通信販売業者と消費者間の損害賠償請求による紛争の円
滑な解決のために必要な場合，第 ₁ 項による損害賠償額を算定するための基準を定
めて告示することができる。
（通信販売仲介者の義務と責任）
第20条　①　通信販売仲介をする者（以下「通信販売仲介」という。）は，自分が
通信販売の当事者ではないという事実を消費者が容易に知ることができるよう，総
理令で定める方法で事前に告知しなければならない。〈改正2016. 3. 29.〉
　②　通信販売仲介を業とする者（以下「通信販売仲介業者」という。）は，通信
販売仲介を依頼した者（以下「通信販売仲介依頼者」という。）が事業者である場
合には，その氏名（事業者が法人である場合には，その名称と代表者の氏名）・住
所・電話番号など，大統領令で定める事項を確認して申込が行われる前まで消費者
に提供しなければならず，通信販売仲介依頼者が事業者ではない場合には，その氏
名・電話番号等，大統領令で定める事項を確認して取引の当事者に相手方に関する
情報を閲覧することができる方法を提供しなければならない。〈改正2016. 3. 29.〉
　③　通信販売仲介人は，サイバーモールなどを利用することによって発生する苦
情や紛争の解決のためにその原因と被害の把握など，必要な措置を迅速に実施しな
ければならない。この場合，必要な措置の具体的な内容と方法などは，大統領令で
定める。
（通信販売仲介者と通信販売仲介依頼者の責任）
第20条の ₂ 　①　通信販売仲介者は，第20条第 ₁ 項の告知をしなかった場合，通信
販売仲介依頼者の故意または過失で消費者に生じた財産上の損害に対して通信販売
仲介依頼者と連帯して賠償する責任を負う。
　②　通信販売仲介人は，第20条第 ₂ 項により消費者に情報や情報を閲覧すること
ができる方法を提供していないか，提供された情報が事実と異なり消費者に生じた
財産上の損害に対して，通信販売仲介依頼者と連帯して賠償する責任を負う。ただ
し，消費者に被害がないように相当の注意を払った場合には，この限りでない。
　③　第20条第 ₁ 項による告知にもかかわらず，通信販売業者通信販売仲介者は，
第12条から第15条まで，第17条及び第18条による通信販売業者の責任を免れること
ができない。ただし，通信販売業者の依頼を受け，通信販売を仲介する場合，通信
販売の仲介依頼者が責任を負うものと約定して消費者に告知した部分については，
通信販売の仲介依頼者が責任を負う。
　④　通信販売仲介依頼者（事業者の場合に限る）は，通信販売仲介者の故意また
は過失で消費者に生じた財産上の損害に対して通信販売仲介者の行為という理由で
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免責されない。ただし，消費者に被害がないように相当の注意を払った場合には，
この限りでない。
（通信販売の重要な一部の業務を実行する通信販売仲介業者の責任）
第20条の ₃ 　通信販売に関する取引過程で，次の各号の業務を行う通信販売仲介業
者は，通信販売業者が当該各号の各目に基づく義務を履行しない場合には，これに
代わって履行しなければならない。この場合，第 ₇ 条及び第 ₈ 条の「事業者」と，
第13条第 ₂ 項第 ₅ 号及び第14条第 ₁ 項の「通信販売業者」は，「通信販売仲介業者」
とみなす。
₁ ．通信販売仲介業者が申込の受付を受信した場合
ガ．第13条第 ₂ 項第 ₅ 号による情報の提供
ナ．第14条第 ₁ 項による申込みの確認
ダ．その他に消費者被害を防止するために必要な事項として，大統領令で定める事
項
₂ ．通信販売仲介業者が財貨などの代金を支給される場合
ガ．第 ₇ 条による操作ミスなどの防止
ナ．第 ₈ 条による電子的代金支払の信頼の確保
ダ．その他に消費者被害を防止するために必要な事項として，大統領令で定める事
項
［本条新設2016. 3. 29］
（禁止行為）
第21条　①　電子商取引を行う事業者や通信販売業者は，次の各号のいずれかに該
当する行為をしてはならない。
₁ ．虚偽または誇張された事実を知らせたり，欺瞞的な方法を使用して消費者を誘
引または消費者との取引するか，申込撤回等又は契約の解除を妨げる行為
₂ ．申込撤回などを妨害する目的でアドレス，電話番号，インターネットのドメイ
ン名などを変更したり，廃止する行為
₃ ．紛争やクレーム処理に必要な人力または設備の不足を相当期間放置して，消費
者に被害を与える行為
₄ ．消費者の申込みがないにもかかわらず，一方的に財貨などを供給してその代金
を請求したり，財貨等の供給なし代金を請求する行為
₅ ．消費者が財貨を購入したり，役務の提供を受ける意思がないことを明らかにし
ているにもかかわらず，電話，ファックス，パソコン通信や電子メールなどを通じ
て財貨を購入したり，役務の提供を受けるように強要する行為
₆ ．本人の許諾を受けていないか，許された範囲を超えて消費者に関する情報を利
用する行為。ただし，次の各目のいずれかに該当する場合を除く。
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イ．財貨等の配送等，消費者との契約を履行するために避けられない場合であって，
大統領令で定める場合
ロ．財貨などの取引に伴う代金精算のために必要な場合
ハ．盗用を防止するため，本人確認に必要な場合であって大統領令で定める場合
ニ．法律の規定又は法律に基づいて必要なやむを得ない事由がある場合
₇ ．消費者の同意を得ていないか，総理令で定める方法により易しくて明確に消費
者に説明・告知せず，コンピュータプログラムなどが設置されるようにする行為
　②　公正取引委員会は，この法律の違反行為を防止し，消費者被害を予防するた
めに，電子商取引を行う事業者や通信販売業者が遵守すべき基準を定めて告示する
ことができる。
（休業期間等での申込撤回等の業務処理など）
第22条　①　通信販売業者は，休業期間や営業停止期間も第17条第 ₁ 項及び第 ₃ 項
による申込撤回等の業務と第18条第 ₁ 項から第 ₅ 項までの規定による申込撤回等に
よる代金の払戻しに関する業務を継続しなければならない。
　②　通信販売業者が廃業申告をしていない状態で，破産宣告を受けるなど，実質
的に営業をすることができないと判断される場合には，第12条第 ₁ 項による届出を
受けた公正取引委員会又は特別自治市長・特別自治道知事・市長・郡守・区庁長は，
職権で申告事項を抹消することができる。〈改正2016. 3. 29.〉
第 ₃ 章　消費者権益の保護
（電子商取引などでの消費者保護指針の制定など）
第23条　①　公正取引委員会は，電子商取引又は通信販売での健全な取引秩序の確
立と消費者保護のために事業者の自主的遵守を誘導するための指針（以下「消費者
保護指針」という。）を関連分野の取引当事者，機関及び団体の意見を聞いて定め
ることができる。
　②　事業者は，その者が使用する約款が消費者保護指針の内容より消費者に不利
な場合には，消費者保護指針と異なる定めた約款の内容を消費者に分かりやすく表
示したり，告知しなければならない。
（消費者被害補償保険契約など）
第24条　①　公正取引委員会は，電子商取引又は通信販売で消費者を保護するため
に，関連事業者に次の各号のいずれかに該当する契約（以下，「消費者被害補償保
険契約等」とする）を締結するように勧奨することができる。ただし，第 ₈ 条第 ₄
項による決済手段の発行者は，消費者被害補償保険契約等を締結しなければならな
い。
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₁ ．「保険業法」による保険契約
₂ ．消費者被害補償金の支払いを確保するための「金融委員会の設置等に関する法
律」第38条による機関との債務支払保証契約
₃ ．第10項により設立された共済組合との共済契約
　②　通信販売業者は，第 ₁ 項にもかかわらず，前払い式通信販売をするとき，消
費者が第13条第 ₂ 項第10号による決済代金預入れの利用または通信販売業者の消費
者被害補償保険契約等の締結を選択した場合には，消費者が決済代金預入れを利用
するようにしたり，消費者被害補償保険契約等を締結しなければならない。
　③　第 ₂ 項は，消費者が次の各号のいずれかに該当する取引をする場合には，適
用しない。
₁ ．削除
₂ ．「与信専門金融業法」第 ₂ 条第 ₃ 号によるクレジットカードで財貨などの代金
を支給する取引。この場合，消費者が財貨等を配送されなかったときには，「与信
専門金融業法」第 ₂ 条第 ₂ 号の ₂ に基づくクレジットカード業者は，購入代金決済
取消しなど，消費者の被害の予防と回復のために協力しなければならない。
₃ ．情報通信網で送信したり，第13条第 ₂ 項第10号による第 ₃ 者が配送を確認する
ことができない財貨などを購入する取引
₄ ．一定期間で分割され，供給される財貨などを購入する取引
₅ ．他の法律に基づいて，消費者の購買安全が十分に備えている場合，又は第 ₁ 号
から第 ₄ 号までの規定と類似の事由で決済代金預入れ，または消費者被害補償保険
契約などの締結が必要としないか，困難であると公正取引委員会が定めて告示する
取引
　④　第 ₂ 項による決済代金預入れの利用，または消費者被害補償保険契約などの
締結に必要な事項は，大統領令で定める。
　⑤　消費者被害補償保険契約等は，この法律の違反行為による消費者被害を補償
したり，第 ₈ 条第 ₄ 項による決済手段発行者の信頼性を確保するに適切な水準であ
るべきで，その具体的な基準は，大統領令で定める。
　⑥　消費者被害補償保険契約等に応じて，消費者被害補償金を支払う義務がある
者は，その支給事由が発生すると遅滞なく，消費者被害補償金を支給しなければな
らず，これを遅延した場合には遅延賠償金を支払わなければならない。
　⑦　消費者被害補償保険契約等を締結しようとする事業者は，消費者被害補償保
険契約等を締結するために売上高などの資料を提出するとき，虚偽の資料を提出し
てはならない。
　⑧　消費者被害補償保険契約等を締結した事業者は，その事実を示す標識を使用
することができるが，消費者被害補償保険契約等を締結しない事業者は，その標識
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を使用するか，同様の標識を製作または使用してはならない。
　⑨　第 ₂ 項による決済代金預入れの利用に関しては，第 ₈ 項を準用する。
　⑩　電子商取引を行う事業者又は通信販売業者は，第 ₁ 項による消費者保護のた
めに共済組合を設立することができる。この場合，共済組合の設立及び運営に関し
ては，「訪問販売等に関する法律」第38条を準用するが，同条第 ₁ 項中の“第 ₅ 条
第 ₁ 項により申告したり，第13条第 ₁ 項又は第29条第 ₃ 項により登録された事業者”
は，“電子商取引を行う事業者又は通信販売業者”で，“第37条第 ₁ 項第 ₃ 号”は
“「電子商取引等での消費者保護に関する法律」第24条第 ₁ 項第 ₃ 号”と見なして，
同条第 ₉ 項及び第10項中，“この法律”は，それぞれ“「電子商取引などでの消費者
保護に関する法律」”と見なす。
（購入勧誘広告時遵守事項など）
第24条の ₂ 　①　電子商取引を行う事業者又は通信販売業者が電話，ファックス，
パソコン通信又は電子メールなどを利用して財貨を購入したり，役務を提供しても
らうように勧誘する行為（以下「購入勧誘広告」という。）をするときは，この法
律と「情報通信網利用促進及び情報保護等に関する法律」などの関係法律の規定を
遵守しなければならない。
　②　公正取引委員会は，第 ₁ 項に違反して購入勧誘広告をした電子商取引を行う
事業者または通信販売業者に対する是正措置をするために，放送通信委員会などの
関連機関に違反者の身元情報を要求することができる。この場合，識別情報の要求
は，公正取引委員会が違反者の身元情報を確保することが困難な場合に限定して，
放送通信委員会などの関連機関は，「情報通信網利用促進及び情報保護等に関する
法律」第64条の ₂ 第 ₁ 項にもかかわらず，公正取引委員会に違反者の身元情報を提
供することができる。
（電子商取引消費者団体などの支援）
第25条　公正取引委員会は，電子商取引及び通信販売で公正取引秩序を確立し，消
費者の権益を保護するための事業を実施する機関又は団体に予算の範囲内で必要な
支援などをすることができる。
第 ₄ 章　調査及び監督
（違反行為の調査等）
第26条　①　公正取引委員会，市・道知事又は市長・郡守・区庁長は，この法律に
違反した事実があると認めるときは，職権で必要な調査をすることができる。
　②　市・道知事又は市長・郡守・区庁長が，第 ₁ 項による調査をするには，あら
かじめ，市・道知事は公正取引委員会に，市長・郡守・区庁長は，公正取引委員会
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及び市・道知事に通報しなければならず，公正取引委員会は調査等が重複するおそ
れがある場合には，市・道知事又は市長・郡守・区庁長に調査の中止を要請するこ
とができる。この場合，中止要求を受けた市・道知事又は市長・郡守・区庁長は相
当な理由がなければ，その調査を中止しなければならない。
　③　公正取引委員会，市・道知事又は市長・郡守・区庁長は，第 ₁ 項又は第 ₂ 項
により調査をした場合には，その結果（調査結果，是正措置命令等の処分をする場
合には，その処分の内容を含む）を当該事件の当事者に書面で知らせなければなら
ない。
　④　誰でもこの法律の規定に違反する事実があると認めるときは，その事実を公
正取引委員会，市・道知事又は市長・郡守・区庁長に申告することができる。
　⑤　公正取引委員会は，この法律に違反する行為が終了した日から ₅ 年が経過し
た場合には，その違反行為に対し，第32条による是正措置を命じないか，または第
34条による課徴金を賦課しない。ただし，第33条第 ₁ 項による消費者被害紛争調整
機構の勧告案や調停案を当事者が受諾しても，これを履行しない場合には，この限
りでない。
　⑥　公正取引委員会は，第 ₁ 項の調査のために，「消費者基本法」第33条による
韓国消費者院と合同で調査班を構成することができる。この場合，調査班の構成と
調査に関する具体的な方法と手続，その他に必要な事項は，大統領令で定める。
　⑦　公正取引委員会は，第 ₆ 項の調査活動に参加する韓国消費者院の従業員に予
算の範囲内で手当や旅費を支給することができる。
（公開情報検索など）
第27条　①　公正取引委員会は，電子商取引や通信販売の公正取引秩序を確立し，
消費者被害を防止するために必要な場合，電子的な方法などを利用して，事業者や
電子商取引または通信販売での消費者保護関連団体が情報通信網に公開した公開情
報を検索することができる。
　②　事業者または関連団体は，第 ₁ 項による公正取引委員会の情報検索を正当な
理由なく拒否したり，妨害してはならない。
　③　公正取引委員会は，消費者被害に関する情報を効率的に収集し，利用するた
めに必要な場合には，大統領令で定めるところにより，電子商取引や通信販売での
消費者保護関連業務を行う機関や団体に関連する資料を提出したり，共有するよう
に求めることができる。
　④　第 ₃ 項により，公正取引委員会から資料要求を受けた機関や団体は，正当な
事由がなければ，資料提出や資料の共有を拒否してはならない。
（違法行為等に対する情報公開）
第28条　公正取引委員会は，電子商取引や通信販売の公正取引秩序を確立し，消費
電子商取引における消費者保護ルールの新展開
445
者被害を防止するために，第27条第 ₁ 項により検索された情報の中，事業者がこの
法律を違反した行為やその他の消費者被害の防止のために必要な関連情報を，大統
領令で定めるところにより，公開することができる。
（評価・認証事業の公正化）
第29条　①　電子商取引と通信販売の公正化と消費者保護のために関連事業者の評
価・認証等の業務を行う者（以下「評価・認証事業者」という。）は，その名称に
かかわらず，大統領令で定めるところにより，その評価・認証に関する基準，方法
等を公示し，それに応じて公正に評価・認証しなければならない。
　②　第 ₁ 項による評価・認証の基準と方法は，事業者が取引の公正化と消費者保
護のためにする努力とその成果に関する情報を伝達するために，適切なものでなけ
ればならない。
　③　公正取引委員会は，評価・認証事業者に運用状況等に関する資料を提出させ
ることができる。
（報告及び監督）
第30条　①　第31条により是正勧告をする場合には，市・道知事は，公正取引委員
会に，市長・郡守・区庁長は，公正取引委員会に市・道知事に，大統領令で定める
ところによりその結果を報告しなければならない。
　②　公正取引委員会は，この法律を効率的に実施するために必要であると認める
ときは，その所管事項について，市・道知事又は市長・郡守・区庁長に調査・確認
や資料の提出を要求したり，その他に是正に必要な措置を行うことを求めることが
できる。この場合，市・道知事又は市長・郡守・区庁長は，特別な事由がなければ，
その要求に従わなければならない。
第 ₅ 章　是正措置と課徴金賦課
（違反行為の是正勧告）
第31条　①　公正取引委員会，市・道知事又は市長・郡守・区庁長は，事業者が，
この法律に違反する行為をしたり，この法律に基づく義務を履行しない場合には，
第32条の是正措置を命じる前に，その事業者がその違反行為を中止するか，この法
律に規定された義務又は第32条の規定による是正のために必要な措置を移行するよ
うに是正防案を定めて，その事業者にこれに従うことを勧告することができる。こ
の場合，その事業者が勧告を受け入れると，第 ₃ 項により是正措置を命じたものと
みなす旨をともに通知しなければならない。
　②　第 ₁ 項により是正勧告を受けた事業者は，その通知を受けた日から10日以内
に，その勧告の受諾するかどうかを，その勧告をした行政庁に通知しなければなら
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ない。
　③　第 ₁ 項により是正勧告を受けた者が，その勧告を受け入れると，第32条の規
定による是正措置を命じたものとみなす。
（是正措置など）
第32条　①　公正取引委員会は，事業者が次の各号のいずれかに該当する行為をし
たり，この法律に基づく義務を履行しない場合には，当該事業者にその是正措置を
命ずることができる。〈改正2016. 3. 29.〉
₁ ．第 ₅ 条第 ₂ 項から第 ₃ 項まで，第13条第 ₁ 項から第 ₃ 項まで及び第 ₅ 項から第
₉ 項まで，第27条第 ₂ 項，第29条第 ₁ 項及び第 ₂ 項，第32条の ₂ 第 ₂ 項に違反する
行為
₂ ．第21条第 ₁ 項各号の禁止行為のいずれかに該当する行為
　②　第 ₁ 項による是正措置は，次の各号のいずれかに該当する措置をいう。
₁ ．当該違反行為の中止
₂ ．この法律に規定された義務の履行
₃ ．是正措置を受けた事実の公表
₄ ．消費者被害の防止及び救済に必要な措置
₅ ．その他の違反行為の是正のために必要な措置
　③　第 ₂ 項第 ₃ 号の規定による是正措置を受けた事実の公表に必要な事項と同項
第 ₄ 号の規定による消費者被害の予防及び救済に必要な措置の具体的な内容は，大
統領令で定める。
　④　公正取引委員会は，次の各号のいずれかに該当する場合には，大統領令で定
めるところにより ₁ 年以内の期間を定めて，その営業の全部又は一部の停止を命ず
ることができる。〈改正2016. 3. 29.〉
₁ ．第 ₁ 項の規定による是正措置命令にもかかわらず，違反行為が繰り返される場
合
₂ ．是正措置命令に従った履行をしない場合
₃ ．是正措置だけでは，消費者被害の防止が困難または消費者の被害補償が不可能
であると判断される場合
（臨時中止命令）
第32条の ₂ 　①　公正取引委員会は，電子商取引を行う事業者や通信販売業者の電
子商取引または通信販売は，次の各号に該当する場合には，電子商取引を行う事業
者や通信販売業者に対し，電子商取引または通信販売の全部又は一部を大統領令で
定めるところにより，臨時中止することを命ずることができる。
₁ ．電子商取引または通信販売第21条第 ₁ 項第 ₁ 号に該当することが明白な場合
₂ ．電子商取引または通信販売によって消費者に財産上の損害が発生し，多数の消
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費者に回復するのは難しい損害が拡散する恐れがあり，これを予防する緊急の必要
性が認められる場合
　②　公正取引委員会は，第 ₁ 項により，電子商取引や通信販売の全部又は一部を
一時中止するために必要な場合は，ホスティングサービスを提供する者，通信販売
仲介者，電子掲示板サービス提供者などに対応する役務提供の中断など，大統領令
で定める措置をとるよう要請することができ，その要請を受けた事業者は，正当な
事由がなければ，これに従わなければならない。
　③　「消費者基本法」第29条の規定により登録された消費者団体やその他に大統
領令で定める機関・団体は，電子商取引を行う事業者や通信販売業者が第 ₁ 項の場
合に該当すると認められるときは，書面（電子文書を含む）に公正取引委員会にそ
の電子商取引または通信販売の全部又は一部について一時中止を命じるよう要請す
ることができる。
　④　第 ₁項による命令に不服がある者は，その命令を受けた日から ₇ 日以内に，
公正取引委員会に異議を提起することができる。
　⑤　公正取引委員会は，第 ₁ 項による命令を受けた者が第 ₄ 項の規定により異議
を提起したときは，遅滞なく，ソウル高等法院にその事実を通報しなければならず，
通報を受けたソウル高等法院は「非訟事件手続法」に応じて裁判をする。
　⑥　第 ₅ 項による裁判をするときは，「非訟事件手続法」第15条を適用しない。
［本条新設2016. 3. 29］
（消費者被害紛争調整の要求）
第33条　①　公正取引委員会，市・道知事又は市長・郡守・区庁長は，電子商取引
又は通信販売での，この法律違反行為に関連して，消費者の被害救済申請がある場
合には，第31条による是正勧告又は第32条の規定による是正措置などをする前に，
電子商取引又は通信販売での消費者保護関連業務を行う機関や団体等，大統領令で
定める消費者被害紛争調整機構（以下「消費者被害紛争調整機構」という）に調整
を依頼することができる。
　②　公正取引委員会，市・道知事又は市長・郡守・区庁長は，消費者被害紛争調
整機構の勧告または調停案を当事者が受諾して実施した場合には，第32条の規定に
よる是正措置をしないという意味を当事者に通知しなければならない。
　③　消費者被害紛争調整機構の勧告案または調停案を当事者が受諾して実施した
場合には，大統領令で定めるところにより，第32条の規定による是正措置をしな
い。
　④　公正取引委員会は，第 ₁ 項により紛争調停を依頼する場合には，予算の範囲
内でその紛争調整に必要な予算を支援することができる。
　⑤　消費者被害の紛争調整機構は，紛争の調整がなされた場合には，その結果を
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調整が行われない場合にはその経緯を遅滞なく調整を依頼した公正取引委員会，
市・道知事又は市長・郡守・区庁長に報告しなければならない。
（課徴金）
第34条　①　公正取引委員会は，第32条第 ₄ 項による営業停止が消費者等に激しい
不便を与えるおそれがあると認める場合には，その営業の全部又は一部の停止を代
えて，その事業者には，大統領令で定める違反行為に関連する売上高を超過しない
範囲で課徴金を賦課することができる。この場合，関連する売上高がないか，その
売上高を算定することができない場合などには， ₅ 千万ウォンを超過しない範囲で
課徴金を賦課することができる。
　②　公正取引委員会は，第 ₁ 項により，その営業の全部又は一部の停止を代えて
課徴金を賦課することができる判断基準を定めて告示することができる。
　③　公正取引委員会は，第 ₁ 項による課徴金を賦課するとき，次の各号の事項を
考慮しなければならない。
₁ ．違反行為による消費者被害の程度
₂ ．消費者被害の事業者の補償努力程度
₃ ．違反行為で取得した利益の規模
₄ ．違反行為の内容・期間と回数など
　④　公正取引委員会は，この法律に違反した事業者である会社が合併した場合に
は，その会社がした違反行為を合併後，存続するか，合併で設立された会社がした
行為とみなして課徴金を賦課・徴収することができる。
　⑤　第 ₁ 項の規定による課徴金の納付期限の延長，分割納付，課徴金の徴収及び
滞納及び還付処分については，「独占規制及び公正取引に関する法律」第55条の ₄
から第55条の ₆ までの規定を準用する。
第 ₆ 章　補　　　則
（消費者に不利な契約の禁止）
第35条　第17条から第19条までの規定に違反した約定として消費者に不利なものは
効力がない。
（専属管轄）
第36条　通信販売業者との取引に関連する訴は，訴提起当時，消費者の住所を管轄
する地方裁判所の専属管轄にして，注所が存在しない場合には，居所を管轄する地
方裁判所の専属管轄とする。ただし，訴提起当時，消費者の住所又は居所が明らか
でない場合には，この限りでない。
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（事業者団体の登録）
第37条　①　電子商取引と通信販売業の健全な発展と消費者の信頼の再考，その他
に共同の利益の増進のために設立された事業者団体は，大統領令で定めるところに
より，公正取引委員会に登録することができる。
②　第 ₁ 項による登録の要件，方法及び手続等に関して必要な事項は，大統領令で
定める。
（権限の委任・委託）
第38条　①　この法律による公正取引委員会の権限は，大統領令で定めるところに
より，その一部を所属機関の長又は市・道知事に委任し，又は他の行政機関の長に
委託することができる。
　②　この法律による市・道知事の権限は，大統領令で定めるところにより，その
一部を市長・郡守・区庁長に委任することができる。
　③　公正取引委員会は，この法律を効率的に執行するために必要な場合には，事
務の一部を，第37条第 ₁ 項により登録された事業者団体に委託することができる。
　④　公正取引委員会は，第 ₃ 項により事務の一部を事業者団体に委託する場合に
は，予算の範囲内でその委託事務の遂行に必要な費用の全部又は一部を支援するこ
とができる。
　⑤　第26条第 ₆ 項及びこの条の第 ₃ 項の規定により事務が委託され，その業務を
実行したり，行った者に対しては，「刑法」第127条，第129条から第132条までの規
定による罰則を適用するときは，公務員とみなす。
（「独占規制及び公正取引に関する法律」の準用）
第39条　①　この法律による公正取引委員会の審議及び議決については，「独占規
制及び公正取引に関する法律」第42条，第43条，第43条の ₂ ，第44条，第45条及び
第52条を準用する。
　②　この法律違反行為に対する公正取引委員会，市・道知事又は市長・郡守・区
庁長の調査等に関しては，「独占規制及び公正取引に関する法律」第50条第 ₁ 項か
ら第 ₄ 項までの規定を準用する。
　③　この法律に基づく公正取引委員会の処分及び第38条により委任された市・道
知事の処分に対する異議申立，是正措置命令の執行停止，訴の提起と不服の訴の専
属管轄については，「独占規制及び公正取引に関する法律」第53条，第53条の ₂ ，
第54条，第55条及び第55条の ₂ の規定を準用する。
　④　この法律に基づく職務に従事したり，従事していた公正取引委員会の委員又
は職員に対しては，「独占規制及び公正取引に関する法律」第62条を準用する。
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第 ₇ 章　罰則
（罰則）
第40条　次の各号のいずれかに該当する者は， ₃ 年以下の懲役又は ₁ 億ウォン以下
の罰金に処する。〈改正2016. 3. 29.〉
₁ ．第26条第 ₁ 項の規定による調査時暴言及び暴行，意図的な現場進入の阻止・遅
延などを通じて調査を拒否・妨害又は忌避した者
₂ ．第32条第 ₁ 項による是正措置命令に従わない者
₃ ．第32条第 ₄ 項による営業の停止命令に違反して営業を継続した者
第41条　削除〈2016. 3. 29.〉
（罰則）
第42条　次の各号のいずれかに該当する者は， ₃ 千万ウォン以下の罰金に処する。
₁ ．第12条第 ₁ 項による届出をせず，又は虚偽の申告した者
₂ ．第24条第 ₈ 項及び第 ₉ 項に違反して，消費者被害補償保険契約等を締結する事
実又は決済代金預け入れを利用するようにする事実を示す標識を使用するか，これ
と類似な標識を制作したり，使用した者
（罰則）
第43条　次の各号のいずれかに該当する者は， ₁ 千万ウォン以下の罰金に処する。
₁ ．第13条第 ₁ 項による事業者の身元情報について虚偽の情報を提供した者
₂ ．第13条第 ₂ 項による取引条件に関して虚偽の情報を提供した者
（両罰規定）
第44条　法人の代表者や法人又は個人の代理人，使用人，その他に従業員がその法
人又は個人の業務に関して第40条から第43条までのいずれかに該当する違反行為を
するとその行為者を罰する他に，その法人又は個人に対しても該当条文の罰金刑を
課する。ただし，法人又は個人がその違反行為を防止するために，当該業務に関し
て相当な注意と監督を怠らなかった場合には，その限りではない。
（過怠料）
第45条　①　第32条の ₂ 　第 ₁ 項に違反して営業を継続した者には ₁ 億ウォン以下
の過怠料を賦課する。〈新設2016. 3. 29.〉
　②　次の各号のいずれかに該当する者は，₁ 千万ウォン以下の過怠料を賦課する。
〈改正2016. 3. 29.〉
₁ ．第 ₉ 条の ₂ 第 ₁ 項に違反して，消費者被害防止のための事項を履行しなかった
者
₂ ．第21条第 ₁ 項第 ₁ 号から第 ₅ 号までの禁止行為のいずれかに該当する行為をし
た者
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₃ ．第 ₈ 条第 ₄ 項の規定による決済手段の発行者として第24条第 ₁ 項各号以外の部
分のただし書を違反して，消費者被害補償保険契約等を締結していない者
₄ ．第15条第 ₁ 項による前払い式通信販売業者として，第24条第 ₂ 項に違反した者
₅ ．第 ₈ 条第 ₄ 項による決済手段の発行者として第24条第 ₇ 項に違反して虚偽の資
料を提出して，消費者被害補償保険契約等を締結した者
₆ ．第15条第 ₁ 項の規定による前払い式通信販売業者として，第24条第 ₇ 項に違反
して虚偽の資料を提出して，消費者被害補償保険契約等を締結した者
₇ ．第32条の ₂ 第 ₂ 項に違反して公正取引委員会の要求に従わなかった者
₈ ．第39条第 ₂ 項の規定により準用される「独占規制及び公正取引に関する法律」
第50条第 ₁ 項第 ₁ 号による出席処分を受けた当事者の中で正当な理由なく，複数回
出席しない者であって，この法律を違反した者
₉ ．第39条第 ₂ 項の規定により準用される「独占規制及び公正取引に関する法律」
第50条第 ₁ 項第 ₃ 号又は第 ₃ 項の規定による報告をせず，又は必要な資料や物を提
出せず，又は虚偽の報告したり，虚偽の物を提出した者
10．第39条第 ₂ 項により準用される「独占規制及び公正取引に関する法律」第50条
第 ₂ 項による調査を拒否及び妨害又は忌避した者
　③　次の各号のいずれかに該当する者は，500万ウォン以下の過怠料を賦課する。
〈改正2016. 3. 29.〉
₁ ．第 ₆ 条に違反して取引記録を保存していないか，消費者に取引記録を閲覧・保
存することができる方法を提供しない者
₂ ．第10条第 ₁ 項又は第13条第 ₁ 項の規定による事業者の身元情報を表示していな
い者
₃ ．第12条第 ₂ 項及び第 ₃ 項の規定による届出をしなかった者
₄ ．第13条第 ₂ 項に違反して表示・広告したり，告知をせず，又は契約内容に関す
る書面を契約者に交付しない者
₅ ．第13条第 ₃ 項に違反して財貨等の取引に関する契約を取り消すことができると
いう内容を取引相手方である未成年者に告知しなかった者
₆ ．第20条の ₃ 第 ₁ 号目に違反して第13条第 ₂ 項第 ₅ 号に関する情報の提供をして
いない者
　④　第 ₁ 項から第 ₃ 項までの規定による過怠料は，大統領令で定める基準に基づ
いて公正取引委員会，市・道知事又は市長・郡守・区庁長が賦課・徴収する。〈改
正2016. 3. 29.〉
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附則〈第14142号，2016. 3. 29.〉
（施行日）
第 ₁ 条　この法律は，公布後 ₆ ヶ月が経過した日から施行する。ただし，第 ₉ 条第
₃ 項，第12条第 ₁ 項，第13条第 ₁ 項及び第22条第 ₂ 項の改正規定は，公布した日か
ら施行する。
（事業者が保存している社会保障番号に関する経過措置）
第 ₂ 条　この法律施行当時従前の第 ₆ 条第 ₂ 項の規定により住民登録番号を保存し
ている事業者は，この法律施行日から ₃ ヶ月以内に保存している住民登録番号を破
棄しなければならない。
（罰則に関する経過措置）
第 ₃ 条　この法律施行前の行為に対する罰則を適用するときは，従前の規定に従
う。
 以上
中華人民共和国電子商取引法草案2016
監訳　福　原　紀　彦＊
訳　毛　　　智　　琪＊＊
訳者はしがき
1 ．背景と経緯
　近年，中国において電子商取引が急速に発展し，その市場規模は急激に
拡大している。年間取扱金額の増加率は32％を超え，2015年の取引総額は
20万億人民元に達している。そのうち，ネットでの小売売上高は3.8万億
人民元を超え，これは，世界第 ₂ の規模であり，中国社会の小売売上総額
＊　所員・中央大学法科大学院教授
＊＊　一橋大学大学院国際企業戦略研究科博士後期課程在籍
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の14％を占めるに至っている。また，電子商取引に直接に従事する人数は
200万人を超え，関連業務に就職する人数は1500万人を超えている。
　しかし，電子商取引の急速な発展は顕著でありながら，これを規制する
法律は未整備であり，電子商取引を規律する規範や指導は，主に分野毎の
規制に頼っている状況にある。そこで，電子商取引の継続的・健全な発展
を促進し，市場秩序を形成・維持して，消費者の合法的権益を保護するこ
とを目的として，電子商取引立法が第12回全人大常務委員会の立法計画に
入れられることになった。
　中国では，2000年12月に全人大常務委員会の審議にて「インターネット
の安全保護に関する決定」が可決され，2004年 ₈ 月には「電子署名法」が
可決された。その後，前述の状況のなかで，2012年12月に，「インターネ
ット情報保護の強化に関する決定」が通過し，2013年12月 ₇ 日に，全人代
常務委員会は「電子商取引法」第一回起草チームの会議を開催し，立法の
プロセスが正式に始動させた。同年12月27日には，全人代財政経済委員会
は「電子商取引法」起草チームを設けるとともに，第一回の全体会議を行
い，立法作業に正式に着手した。その参加者は，発展改革委員会，工業情
報化部，財政部，商務部，人民銀行，工商総局，税務総局，税関総署，国
務院法制弁公室，国家インターネット情報弁公室，国家質量監督検査検疫
総局，郵政局の総計12部門にのぼり，その全てが起草チームを構成してい
る。併せて，立法の指導思想・原則・仮定枠組み及び主要内容を明確にし
て，立法計画と起草チームの構成員リストを採択した。
　2014年下半期には，全人代財政経済委員会は，電子商取引立法第二回会
議を行い，外国の専門家から意見を聴取し，各国の立法状況を調査した。
以後， ₂ 年半にわたり，当初の14個の調査研究項目にもとづき， ₄ つの立
法要綱，及び，北京版と地方版（主には上海，江蘇，浙江）の ₂ つの立法
建議稿が形成された。この ₂ つの建議稿を巡る討議において，要点を確か
め問題点を解決して（長所を学び短所を補い），草案が作成された。
　そうして，今回，2016年 ₆ 月15～16日，全人代財政経済委員会と商務部
は，上海にて「電子商取引立法国際シンポジウム」を開催し，同草案をめ
比較法雑誌第50巻第 ₃ 号（2016）
454
ぐって，諸外国の専門家の意見を聴取した1）。
2 ．中華人民共和国【電子商取引法」草案2016の構成
　2016年 ₆ 月15～16日に上海で開催された「電子商取引立法国際シンポジ
ウム」において提示された中華人民共和国電子商取引法草案概要（中国語
原文と英語翻訳文）にもとづき，その構成をみれば，以下のとおりであ
る。随所に消費者保護の観点を含めた包括的な電子商取引立法であること
から，その全文を翻訳し掲載する。
　　第 ₁ 編　総則：電子商取引立法の規律対象と立法原則
　　第 ₂ 編　電子商取引事業主体の権利・義務と責任
　　　第 ₁ 章　電子商取引事業者
　　　第 ₂ 章　電子商取引基盤事業者
　　　第 ₃ 章　その他の規定
　　　第 ₄ 章　電子商取引事業者の法的責任
　　第 ₃ 編　電子商取引と関連サービス
　　　第 ₁ 章　電子契約
　　　第 ₂ 章　電子支払
　　　第 ₃ 章　宅配便と配送
　　第 ₄ 編　電子商取引データ情報
　　第 ₅ 編　消費者保護と紛争解決
　　　第 ₁ 章　消費者保護
　　　第 ₂ 章　紛争解決
　　第 ₆ 編　電子商取引の安全確保
　　第 ₇ 編　越境電子商取引
1）　この機会に，楊東教授（中国人民大学）の労により，当研究会代表で日本資
金決済業協会会長も務める福原紀彦教授が招聘を受け，初日に，日本における
関連立法の現状と課題について講演し，中国の新立法への期待を述べた。本稿
筆者の毛智琪は，その際の中国語通訳を務めた。
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翻　訳
中華人民共和国電子商取引法草案2016
第 1編　総則：電子商取引立法の規律対象と立法原則
［立法目的］
　電子商取引の持続的かつ健全な発展を促進し，市場の秩序を形成して，電子商取
引の諸活動に参加するすべての主体の合法的権益を保障するため，本法を制定す
る。
［適用範囲］
　中華人民共和国国内で発生するか，又は，国内の電子商取引主体が参与する電子
商取引活動に，本法を適用する。
［規律対象］
　本法にいう電子商取引とは，インターネット等の情報ネットワークを通しての商
品の販売又はサービスの提供を行う経営活動をいう。
［イノベーションの奨励］
　国家は，電子商取引の新しいビジネスモデルの興隆，ビジネスモデルの革新，電
子商取引への新技術の応用を奨励し，それにより革新と発展を助長する市場環境を
戧造する。
［誠実信用］
　国家は，電子商取引信用体系の構築，電子商取引信用記録・信用評価・信用管理
制度の健全な確立，及び，電子商取引信用サービス保障制度の整備を奨励する。
　電子商取引活動に従事する場合には，自由意思尊重，公正及び誠実信用の原則に
従い，公の商業道徳を遵守しなければならない。
［市場主導の資源配分］
　市場の資源配置における国家の決定的役割にもかかわらず，市場によって決定が
でき，競争規制によって効果的な調整ができ，もしくは，業界組織又は仲介組織の
自主規制によって管理できる事項については，国家は，法，公正競争及び自主規制
にもとづき，電子商取引主体の活動を奨励・支援しなければならない。
［監督の革新］
　国家は，電子商取引の発展を国民経済社会の開発計画・行程に取り入れ，科学的
で合理的な産業政策を制定し，かつ，電子商取引活動の特徴に即した電子商取引監
督規制の仕組みと方法を改善し革新する。
［業界の自主規制と社会共同管理］
　電子商取引の業界組織と事業者は，自主規制を強化し，事業者の公正競争を誘引
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する業界及びネットワークの規準を策定・改良し，かつ，業界の社会的信頼の構築
を促進しなければならない。
　国家は，電子商取引産業団体，電子商取引事業者及び消費者が共同して電子商取
引市場の統治に参加することを奨励・支援し，誘導する。
［オンラインとオフラインの平等］
　国家は，商業活動のオンラインとオフラインとを平等に扱わなければならず，い
かなる差別的な政策や措置も講じてはならない。
　電子商取引事業者は，法にもとづく納税義務を履行し，かつ，税制優遇を享受す
る権利を有する。
［データのアクセス・交換及び保護の均衡］
　国家は，電子商取引における取引の安全を維持し，電子商取引データのアクセス
と交換を奨励し，電子商取引データの秩序的な流通と合理的な利用を促進しなけれ
ばならない。但し，かかるデータのアクセスと交換は，国家及び公共の安全を妨げ
てはならず，他人の合法的権益を害するものであってはならない。
第 2編　電子商取引事業主体の権利・義務と責任
第 ₁ 章　電子商取引事業者
［定義］
　本法にいう電子商取引事業主体（電子商務経営主体，E-commerce operational 
subject）には，電子商取引事業者（電子商務経営者，E-commerce operator）と電
子商取引基盤事業者（電子商務交易平台経営者，E-commerce transactional platform 
operator）を含む。
　本法にいう電子商取引事業者とは，電子商取引基盤事業者を除き，インターネッ
ト等の情報ネットワークを通じての商品の販売又はサービスの提供を行う自然人，
法人又は他の組織をいう。
　本法にいう電子商取引基盤事業者とは，商業登記された企業法人で，当事者によ
って行われる取引活動に，ウェブページ記録装置，バーチャル事業所，取引仲介，
情報伝達等の第三者的サービスを提供する者をいう。
［登記と許可］
　電子商取引事業者は，インターネット等の情報ネットワークを通じての商品の販
売又はサービスの提供を行う自然人，法人又は他の組織をいう。
　電子商取引事業者は，法にもとづき，商業登記をしなければならない。電子商取
引の取引基盤を通じて電子商取引活動に携わる自然人は，取引基盤事業者に，その
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氏名，住所，身分証明，連絡先等の真正な本人確認情報を提供しなければならない。
商業登記のできる自然人は，法にもとづき，管轄機関に商業登記を申請しなければ
ならない。
　行政許可と必要とする商品の販売又はサービスの提供をする事業者は，法にもと
づき，当該許可を申請して取得しなければならない。
［経営情報の表示］
　電子商取引事業者は，自らのホームページ上の目につきやすい個所に，公認営業
の行政認可に加えて，営業許可情報又は当該許可のリンク標識を表示しなければな
らない。
　営業許可又は行政認可の変更は，変更日から ₇ 日以内に公示されなければならな
い。
［禁止又は制限を受ける対象］
　電子商取引事業者が販売する商品又は提供するサービスは，法律又は行政による
規定に適合しなければならない。法律又は行政による規定によって禁止又は制限さ
れる商品又はサービスについては，取引をすることができない。
［電子証票の使用］
　事業者は，販売する商品又は提供するサービスについて，電子証票を発行するこ
とができる。電子証票は印刷証票と同等の法的効力を有する。
［業務停止］
　事業者は，電子商取引業務を止めるときには，業務停止の60日前に，自らのホー
ムページ上の目立ちやすい個所に関連情報を公示しなければならず，かつ，顧客の
法的権利と利益を保障するために必要な措置を講じなければならない。
第 ₂ 章　電子商取引基盤事業者
［事業者，商品及びサービスの情報確認］
　電子商取引基盤事業者は，基盤を介して商品の販売又はサービスの提供を行う事
業者の身分及び行政認可等の情報を審査・登録し，登録された事項を調査・確認す
るとともに，その情報を定期的に更新しなければならない。
　電子商取引基盤事業者は，基盤を介して提供される商品又はサービスに禁止又は
制限のあることを発見したときは，法にもとづいて管轄機関に報告するとともに，
必要な措置を講じなければならない。
［特別情報開示］
　電子商取引基盤事業者は，基盤にある事業者が業務停止になること，公的な警告
に服すること，又は，口座閉鎖となることにつき，それらの措置が講じられる日か
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ら ₃ 日以内に情報を開示しなければならず，その開示は少なくとも60日間継続され
なければならない。
［信頼できる安全なサービスの提供］
　電子商取引基盤事業者は，基盤の正常な運用を保障するために必要な技術手段及
び管理措置を講じなければならず，かつ，電子商取引の安全保障を目的として，必
要で信頼できる取引環境とサービスを提供しなければならない。
　電子商取引基盤事業者は，緊急事態を防止・処理するために，法にもとづき，緊
急事態対応策を策定し，かつ，電子商取引の管轄部門に，適時，報告しなければな
らない。
［規則の制定と公開］
　電子商取引基盤事業者は，公正・透明・公平の原則を遵守して，基盤サービス規
約と取引規則を制定し，基盤への参入と退出，商品とサービスの品質保証，及び，
消費者保護に関する権利と義務を明確にしなければならない。
　基盤サービス規約と取引規則は，電子商取引基盤事業者のウェブサイトの見やす
い個所に継続して表示されなければならず，かつ，その情報を電子商取引事業者と
消費者との双方が技術的方法により簡便かつ完全に閲覧し保存できることを保障し
なければならない。
［規則の修正］
　電子商取引基盤事業者は，その基盤にある事業者とのサービス規約及び取引規則
を修正する場合には，透明性・継続性・合理性の原則に従わなければならない。か
かる修正の内容は，緊急事態にあって基盤事業者又は消費者の合法的な権益を保障
するための場合を除き15日前に公示されなければならない。
　電子商取引事業者が修正内容を承諾せずに基盤からの退出を申し出た場合には，
電子商取引基盤事業者は，その退出を認めなければならず，かつ，修正前のサービ
ス規約と取引規則に明記された一連の責任を果たさなければならない。
［自営業務と第三者運営業務との区別］
　電子商取引基盤事業者は，その基盤で商品又はサービスの自営業務を展開する場
合には，自営業務と第三者運営業務とについて，消費者の混乱を避けるために，分
かりやすく区別しなければならない。
［商品・サービス・取引情報の記録と保存］
　電子商取引基盤事業者は，その基盤を介して提供された商品とサービスに関する
サービス情報及び取引情報を記録・保存し，かつ，その情報の真正性・信頼性・完
全性を保障しなければならない。
　法律に別段の定めがある場合を除き，基盤事業者又は消費者の本人確認情報につ
いては事業者が基盤の登録を抹消する日から ₂ 年間，商品・サービス・取引情報の
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記録については取引成立の日から ₂ 年間，それぞれ保存されなければならない。
［業務停止］
　電子商取引基盤事業者は，取引基盤の提供サービスを止めるときは，業務停止の
90日前までに，自らのホームページ上の目立ちやすい個所に関連情報を公示しなけ
ればならず，かつ，事業者と消費者の法的権利と利益を保障するために必要な措置
を講じなければならない。
［法執行への協力義務］
　電子商取引基盤事業者は，その基盤において発見された事業者の違法行為に対し
て管轄行政機関のなす法執行に協力し，法にもとづいて，違法行為を禁ずる措置を
講じなければならない。
［データ情報の提供義務］
　電子商取引事業主体は，法にもとづき，電子商取引管理部門に電子商取引のデー
タ情報を提供しなければならない。電子商取引管理部門は，一連のデータ情報の安
全を保護するために必要な措置を講じなければならない。
第 ₃ 章　その他の規定
［信用評価制度の構築］
　電子商取引事業者及び第三者信用評価機構には，信用評価規則の統一と信用評価
サービスの提供を図り，これによって信用評価情報が共有され，不良信用記録の情
状が重い者への懲戒措置が連動される信用評価制度の構築が奨励される。
［社会共同管理］
　電子商取引行政管理部門，業界団体，電子商取引基盤事業者，消費者及び他の組
織は，行政管理，業界自主規制，基盤統治及び消費者権利の保護と監督等の多様な
仕組みをもって，多元的な電子商取引管理慣行を確立しなければならない。
［電子商取引の業界自主規制］
　電子商取引業界団体は，自主的な方針による職責を履行し，業界規律を策定し，
電子商取引管理部門の業務指導と監督検査に服するとともに，電子商取引事業主体
の合法的な行動と業務を指導・規律・統制しなければならない。
第 ₄ 章　電子商取引事業者の法的責任
［無認可の電子商取引業務に伴う責任］
　電子商取引事業者は，商品の販売又はサービスの提供を行うにあたり行政認可を
得なければならない場合に，認可を得ずに電子商取引業務を行ったときは，電子商
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取引管理部門より期限内に是正すべきことが要求される。是正を拒んだ場合には，
罰金が課せられる。虚偽資料の提出又はその他欺罔手段を用いて行政認可を得た電
子商取引事業者は，罰金に処せられ，事態が重大な場合には，懲罰的業務停止が要
求されるか，ネット接続が切断されるか，又は，営業資格が取消される。
［情報開示と公示義務の違反に伴う責任］
　電子商取引事業者が情報の表示および市場からの退出に関する規定に違反する場
合，電子商取引基盤事業者が特別情報の開示，規則制定・公開・改正，市場からの
退出に関する規定に違反する場合，電子商取引管理部門より期限内の是正が命ぜら
れ，その是正をしない場合には罰金が課せられる。
［本人確認・システム安全保護・自営と第三者運営業務との区別・記録保存・法執
行協力義務に違反することに伴う電子商取引基盤事業者の責任］
　電子商取引基盤事業者は，その基盤における事業者の本人確認義務，安定・安全
サービスの提供義務，自営と第三者運営業務と区別する義務，商品とサービスの情
報・取引記録情報の保存義務，法執法協力義務を履行しないときは，電子商取引管
理部門より期限内の是正が命じられ，かつ，罰金が課せられ，事態が重大な場合に
は，懲罰的な業務停止が要求されるか，ネット接続が切断されるか，又は，営業資
格が取消される。
［その他の責任］
　電子商取引事業主体は，消費者個人情報保護を侵害し，知的財産権を侵害し，不
正競争行為を実施し，信用評価規則に違反し，消費者権益を害するときは，本法に
別段の定めがある場合を除き，関連する法律および規則にもとづき，民事責任を負
う。
第 3編　電子商取引と関連サービス
第 ₁ 章　電子契約
［法律適用］
　当事者間で締結される電子契約は，本法の規定に従う。本法に規定がないときは，
中華人民共和国契約法及び中華人民共和国電子署名法の規定を当該契約に適用す
る。
［行為能力の推定］
　電子契約の当事者は，反証がない限り，電子商取引活動を行うにあたり相応の行
為能力があり，かつ，その意思表示は真実であると推定される。
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［電子契約の締結］
　事業者により申し込み条件を満たす電子商取引の商品又はサービスの情報が発せ
られている場合，当事者は当該商品又はサービスを選択して注文することができ，
これにより契約が成立する。但し，当事者間に別段の約定がある場合には，その約
定に従う。
　電子的手段による申込又は承諾の時期は，それらを受取人が検索・識別すること
ができるときは，当該申込又は承諾の到達時期と看做す。
［自動取引情報システム］
　電子契約の当事者が，電子契約の締結又は履行に自動取引情報システムを用いる
ときは，当該システムを用いたことによる法的効果を受けるものとする。
［電子的過誤］
　自動取引情報システムが電子契約に用いられ，人間と機械装置との相互作用によ
って入力過誤が生じ，当該システムが自然人にその過誤を訂正する機会を設けてい
ないときは，自然人は，次に定める条件のもとに，入力過誤を撤回する権利を有す
る。
⑴当該自然人が，入力過誤が生じたときに直ちに，相手方に対してその旨を通知し
たこと，及び，
⑵当該自然人が，相手方から実質的な利益又は価値を獲得していないこと。
第 ₂ 章　電子支払
［電子支払の定義］
　本法にいう電子支払とは，電子商取引活動において支払人と受取人が必要とする
電子的支払指図による資金移動をいう。
　中国人民銀行は，法のもとに電子支払業務規則を制定し，電子支払サービスの提
供者を監督・管理する責務を負う。同銀行は，国務院銀行業監督管理機構と共同し
て，銀行業金融機関が電子支払サービスに従事する行為を監督・管理する。
　国務院銀行業監督管理機構の認可を得た銀行業金融機関及び中国人民銀行の許可
を得た非銀行支払機関は，本法にもとづく電子支払業務を行うことができる。それ
らの許可を得ない場合には，いかなる機関（単位）または個人も，電子支払業務を
行うことができない。
［電子支払サービス提供者の義務］
　電子支払サービス提供者は，安全な支払サービスを提供しなければならない。電
子支払サービスの提供者が提供するサービスが安全性を欠き，これによって電子支
払サービス受領者に損失をもたらしたときは，資金を返還し，口座残高を補充し，
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利息損失を賠償する責任を負う。
　電子支払サービス提供者は，電子支払サービス受領者のために口座を開設すると
きは，口座について実名で管理を行わなければならず，匿名や偽名の口座を開設し
てはならない。
　電子支払サービス提供者は，電子支払サービス受領者に，電子支払サービスの内
容・利用方法・注意事項・関連するリスク及び経済負担を告知しなければならず，
いかなる不合理な取引条件をも強要してはならない。電子支払サービス提供者は，
電子支払指令の完全性・同一性・追跡可能性及び改竄不可能性を確保しなければな
らない。
　電子支払サービス提供者は，電子支払サービス受領者に対し，口座確認及び直近
で最低 ₂ 年間の取引記録を，無料で提供しなければならない。
［電子支払サービス受領者の義務］
　電子支払サービス受領者は，電子支払サービス提供者に対して，真実で有効な本
人確認情報と連絡先情報を提供し，かつ，提供した情報に変更が生じたときは適時
に通知しなければならない。通知を怠って生じた不利益は支払サービス受領者の負
担とする。
　電子支払サービス受領者は，電子支払サービス提供者との約定に従い，電子支払
サービスを利用し，サービス費用を支払い，法律に明定された範囲において取引用
パスワード・電子署名データその他の安全確保手段を適切に保持しなければならな
い。電子支払サービス受領者は，安全確保手段の紛失・盗用又はその他の無権限取
引を発見したときは，適時に，電子支払サービス提供者に通知しなければならな
い。
［支払確認］
　電子支払サービス提供者は，電子支払を完了したときには，適時かつ正確に，電
子支払サービス受領者に対して，約定した方式に従った支払確認情報を提供しなけ
ればならない。
　電子支払指図が首尾よく実行できないときには，電子支払サービス提供者は，適
時に，電子支払サービス受領者に対して注意喚起を行い，必要な改善措置を講じな
ければならない。
［準備金の帰属と管理］
　本法にいう準備金とは，電子支払サービス提供者が実際に前受けし，かつ，電子
支払サービス受領者の委託する支払業務のために支払に供される貨幣資金をいう。
　電子支払サービス受領者は，電子支払サービス提供者に対して，準備金を受領者
本人の銀行決済口座に振替えることを要求する権利を有し，電子支払サービス提供
者は，これを妨げたり不合理な費用の徴収をしたりしてはならない。
電子商取引における消費者保護ルールの新展開
463
　準備金は電子支払サービス受領者に帰属し，電子支払サービス提供者は，事前の
同意なく，準備金を使用してはならない。
［過誤ある支払］
　電子支払サービス受領者は，発出した支払指図の正確性に責任を負い，支払指図
を発する前に，支払指図に含まれる金額，受取人及び送金と入金のシステムに関す
る情報を確かめなければならない。
　電子支払サービス提供者側の原因によって支払指図の過誤が生じたときは，電子
支払サービス提供者は，直ちに原因を発見して，是正措置を講じなければならない。
電子支払サービス受領者に損失が生じた場合には，電子支払サービス提供者は，支
払の過誤が支払サービス提供者側の原因ではないことを証明できない限り，その損
失を賠償する責任を負う。
［無権限の支払］
　電子支払サービス提供者は，電子支払サービス受領者からの無権限支払指図を指
摘する通知を受け取ったとき，又は，支払が授権のないことに気づいたときは，直
ちに，適切な措置によって損失の拡大を防止しなければならない。電子支払サービ
ス提供者は，その措置を講じることを怠り，損失が拡大したときは，拡大した損失
について責任を負う。
　無権限支払による損失は，法律に別段の定めがない限り，電子支払サービス提供
者が負担する。電子支払サービス提供者は，無権限支払サービスが電子支払サービ
ス受領者の過失によることを証明できるときは，責任を負わない。
第 ₃ 章　宅配便と配送
［サービス提供における法令遵守］
　宅配便サービス提供者の開業・変更及び廃業，並びに，電子商取引への宅配便サ
ービスの提供は，関連する法律及び行政規制に従って行わなければならない。
　宅配便サービス提供者が，フランチャイズ加盟方式のもとで電子商取引へのサー
ビスを提供するには，当該加盟地域と関連業務範囲に適応する証明保証書を有する
ことを要し，すべての権利義務関係を規定するための協約書への署名を要する。
　ここにフランチャイズ加盟とは，複数の宅配便サービス提供者が，関連の法律及
び行政規制に従い，統一された商標・商号又は運送状等を採用し，共同してサービ
スネットワークを構成し，共同のサービス約定に従って宅配便サービスを提供する
行為をいう。
［宅配便サービスの特別規範］
　宅配便サービス提供者は，営業所・施設において，又は，インターネット等の他
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の伝達手段を用いて，サービス内容を公表しなければならない。公表したサービス
内容に変更が生じたときは，直ちに，その変更に関して公表をしなければならな
い。
　宅配便サービス提供者は，業務の全課程を情報化・ネットワーク化及び標準化す
るよう改善し，加えて，データ処理能力とデータ管理手続きを統制し標準化して，
業務情報の正確性と追跡可能性を保障しなければならない。
　宅配便サービスの過程で，電子商取引の対象に遅延・破損又は数量不足が発生し
たときは，宅配便サービス提供者は「中華人民共和国郵政法」「中華人民共和国契
約法」の関連規定にもとづき，賠償をしなければならない。フランチャイズ加盟に
より宅配便サービスを提供するときは，連帯して賠償責任を負う。
［引受および荷物に関する安全確保責任］
　宅配便サービス提供者は，業務規律を策定・厳守して，業務過程の安全を確保し
なければならない。
　宅配便サービス提供者は，電子商取引の対象品につき，配送を引き受ける際には，
検査義務を履行しなければならない。生化製品・麻酔薬品及び爆発性・可燃性・腐
食性・放射性・毒性がある危険品等の運送禁止物品を，関連法規及び国家規制に反
して受け取ってはならない。
［引受と配達に関する規範］
　宅配便サービスの引受人は，事実にもとづいて誠実に運送状を作成しなければな
らない。宅配便サービス提供者は，運送状に示されたすべての情報を確認しなけれ
ばならず，運送状の記載が不完全又は不実であるときは，物品を受け取ってはなら
ない。
　特約事項及び代金引換配送サービスが有効な契約にもとづいて履行されるために
は，宅配便サービスの引受人と提供者は，当該契約において，電子商取引の対象物
品の受領と検収に関する権利義務を明確に定めなければならない。
［代金引換配送サービス］
　宅配便サービス提供者は，その業務内に代金引換配送サービスが含まれるときは，
現金管理，安全管理及びリスク管理態勢に関して，厳格で明確な規則及び統制を確
立しなければならない。宅配便サービス提供者と電子商取引事業者との間において
は，協約書を署名・締結して，手数料基準，サービス内容及び紛争処理等に関する
権利義務を約定しなければならない。
　ここに代金引換配送とは，電子商取引事業者に代わって商品配達時に代金を収受
し決済を行うという付加価値業務であって，宅配便サービス提供者のネットワーク
とリソースを通じて行われる宅配業務と一体として提供されるサービスをいう。
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［消費者に対する欺罔及び制限の禁止］
　電子商取引事業者によって消費者に課せられる宅配便サービス費用は，宅配便サ
ービス提供者が公示する基準価格を上回ってはならない。電子商取引事業者は，業
務上の優位な地位を用いて，宅配便サービス提供者に関する消費者の選択を制限し
てはならない。
［交付時期］
　商品の交付時を電子契約の目的とするときは，宅配便サービス受取人が対象品を
受領して署名した時を交付時とする。電子契約の目的がサービスの提供であるとき
は，電子的又は物理的に組成された証明書に記載された時期をもって交付時とする。
電子契約の目的がオンラインによるデジタル製品の提供であるときは，提供義務者
が契約相手方から指示された特定のシステムへデジタル製品を送付した時点をもっ
て交付時とし，その時点は検索でき識別できるものでなければならない。
　電子契約の当事者が，商品・サービス及びデジタル製品の交付の方法及び時期に
ついて別段の約定をしているときは，その約定に従う。
第 4編　電子商取引データ情報
［電子商取引消費者の個人情報に関する権利］
　電子商取引消費者は，自らの個人情報について自己決定権を有する。
　本法にいう電子商取引消費者の個人情報とは，単独又は他の情報と一緒に収集さ
れて消費者個人の情報を識別できる情報であって，電子商取引活動において情報収
集者により収集される氏名，本人確認番号，住所，連絡先，位置情報，取引記録，
支払記録及び宅配便記録をいう。
　本法において，情報収集者とは，電子商取引事業者，電子商取引基盤事業者，電
子支払サービス提供者及び宅配便サービス提供者を含む。
［電子商取引消費者個人情報の収集］
　情報収集者は，電子商取引消費者の個人情報を収集するときは，合法・必要・公
正の原則に従い，事前に情報の収集・廃棄及び利用に関する規則を消費者に告知し，
消費者の同意を得なければならない。
　情報収集者は，消費者へのサービス提供を断ることを理由として，個人情報の収
集・廃棄及び利用について消費者に同意を強要してはならない。
　違法取引・違法侵入・詐欺・脅迫となる手段，又は，その他の授権されていない
方法を用いて，個人情報を収集することはできない。
　情報収集者は，個人情報の収集・廃棄・利用の規則を改正するときは，消費者の
同意を得なければならない。同意がなかったときは，情報収集者は，消費者に相応
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の救済方法を提供しなければならない。
［電子商取引消費者の個人情報の問い合わせ・修正及び補充］
　電子商取引消費者は，自らに関係する情報を問い合わせる権利を有する。情報収
集者は，消費者から問い合わせの請求を受けたときは，本人確認の後，適時に，問
い合わせの結果を提供しなければならない。誤りのある情報の修正・補充を電子商
取引消費者が請求したときは，情報収集者は，適時に修正・補充を行わなければな
らない。
［電子商取引消費者の個人情報の処理と利用］
　電子商取引消費者の個人情報の処理と利用は，消費者が同意する処理と利用に関
する規則に従って行わなければならない。情報収集者による個人情報の処理又は利
用が消費者の合法的権益を侵害する可能性があるときは，消費者は情報収集者の当
該行為の中止を請求する権利を有する。
　情報収集者は，情報収集時に約定した処理・利用の目的・方法・範囲を変更する
ときは，消費者に告知して，消費者から明示的な同意を得なければならない。
　法定又は約定の保存期間が満了する場合には，情報収集者は，自ら積極的に，又
は消費者の要求にもとづき，当該個人情報の消去，処理業務又は利用の停止，若し
くは，廃棄を行わなければならない。
［電子商取引消費者の個人情報の安全］
　情報収集者は，情報の漏洩・紛失又は破損を防止するために，内部統制システム
及び必要な措置を策定・実施し，消費者の個人情報の安全を確保しなければならな
い。
　消費者の個人情報の漏洩・紛失又は破損が発生するか又は発生する可能性がある
ときは，情報収集者は，管轄部門に報告して，救済措置を講じるとともに，適時に，
消費者に通知しなければならない。
［公共データ情報の公開共有］
　国家は，有効な措置を講じて公共データ情報の公開と共有の態勢構築を推進し，
電子商取引関係者によって公共データ情報が合理的に利用されることを促進し，電
子商取引による交易の真実性・信頼性及び安全性を保障しなければならない。
　本法にいう公共データ情報とは，法にもとづき政府によって行政手続中に収集さ
れるデータ情報，又は，政府の委託により公共企業体によって収集されるデータ情
報をいう。
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第 5編　消費者保護と紛争解決
第 ₁ 章　消費者保護
［商品又はサービスの情報の真実］
　電子商取引事業者は，商品又はサービスの完全・真実かつ正確な情報を開示し，
消費者の知る権利及び選択する権利を保護しなければならない。
［商品又はサービスの品質担保］
　商品の生産者及び販売者は，提供する商品の品質について責任を負わなければな
らず，サービス提供者は，提供するサービスの品質について責任を負わなければな
らない。
　電子商取引の取引基盤を通じて商品を購入する又はサービスを受ける消費者は，
法的な権益が侵害されたときは，商品生産者・販売者又はサービス提供者に賠償を
請求する権利を有する。
　電子商取引の発展と消費者保護に資するために，電子商取引基盤事業者は，商品
又はサービスの品質を担保する仕組みを構築することが奨励される。
［商品又はサービスの完全性の保証］
　電子商取引事業者は，商品の販売又はサービスの提供にあたり，商品又はサービ
スの完全性を保証しなければならず，商品又はサービスを理由なく分離したり，正
当な理由なく別途に費用を徴収したりしてはならない。
［標準約款制定の参与］
　消費者及び消費者団体は，電子商取引基盤事業者及び電子商取引事業者によって
提供されるサービス協約又はネットワーク規程の制定・改正又は評価に参与するこ
とが奨励されなければならない。
［消費者権益の保証金］
　電子商取引基盤事業者と基盤における事業者が協議により消費者権益の保証金を
設けるときは，双方は，消費者権益保証金の引出金額・管理・利用及び返還方法等
について明確に約定しなければならない。
［消費者権益保護への協力］
　電子商取引基盤を介して商品を購入し又はサービスの供給を受ける消費者が，法
的権益を害され，紛争になったときは，電子商取引基盤事業者は積極的に消費者に
協力して，消費者の法的権益を保護しなければならない。
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第 ₂ 章　紛争解決
［紛争解決方式と根拠］
　電子商取引当事者間の紛争は，和解協議，管轄部門・消費者団体又は業界団体へ
の苦情申立，法にもとづく調停機関の設置請求，仲裁機構への申込又は人民法院へ
の訴訟提起によって解決されなければならない。
　紛争解決機関は，独立・公平かつ公正に，当事者の紛争を解決しなければならな
い。
［ネット紛争解決］
　電子商取引のネット上の紛争に関する調停・仲裁及び訴訟を促進するべく，電子
商取引ネット紛争解決機構が戧設される。
［苦情処理］
　電子商取引当事者間の紛争については，管轄行政部門・消費者団体・業界団体又
は電子商取引基盤事業者への苦情申立をすることができる。
［調停］
　電子商取引当事者間の紛争については，法にもとづき設立された調停機関に調停
の請求をすることができる。調停機関は，関係当事者の同意を得たときは，ネット
を通じて電子商取引紛争を調停することができる。
［仲裁］
　法にもとづき設立された仲裁機関は，関係当事者の同意を得たときは，ネットを
通じて電子商取引紛争を仲裁することができる。
　電子商取引紛争に関するネットによる仲裁を申し立てた当事者は，当該仲裁機関
のオンライン仲裁規則に従う仲裁に同意したものと推定される。但し，当事者間に
仲裁規則の適用に関する別の約定がある場合はこの限りでない。
［訴訟］
　人民法院が指定する情報システムを通して行う訴訟資料の提出又は訴訟活動は，
「中華人民共和国民事訴訟法」が規定する訴訟資料の提出又は訴訟活動と同等の法
的効力を有する。
［基盤紛争解決規則］
　電子商取引基盤事業者は，法にもとづく紛争解決制度を戧設しなければならな
い。
　当事者が紛争を電子商取引基盤事業者によって処理すべきことを電子商取引基盤
事業者と約定しているときは，電子商取引基盤事業者が法にもとづき策定し公表し
ている紛争処理規則を適用する。
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［基盤オンライン紛争解決の義務と権限］
　当事者が電子商取引基盤を通して取引し，紛争が生じた後で電子商取引基盤事業
者に苦情を申立て又は処理を請求するときは，電子商取引基盤事業者は調停を申し
立てることができる。
　当事者が調停に同意しないか，調停の結果に満足しないときは，電子商取引基盤
事業者は紛争処理規則にもとづき処理の決定をすることができる。電子商取引基盤
事業者又は関連企業との間の紛争はこの限りでない。
第 6編　電子商取引の安全確保
［知的財産の保護］
　電子商取引事業者は，法にもとづいて知的財産を保護し，知的財産保護規則を制
定しなければならない。電子商取引事業者は，明確な知的財産侵害行為を発見した
ときは，法にもとづき権利侵害の疑いのある商品の関連ウェブサイトの削除，接続
回避又は出店停止等の措置を講じなければならない。
［知的財産侵害に関する通知及び対抗通知］
　電子商取引基盤事業者は，知的財産権者より，基盤内にある事業者によって行わ
れた知的財産侵害に関する通知を受け取ったときは，通知で特定された事業者へ適
時に通知を転送し，法にもとづく必要措置を講じなければならない。
　基盤内にある事業者が，電子商取引基盤事業者から転送された通知を受け取った
後，電子商取引基盤事業者に対して侵害行為不存在の声明を発したときは，電子商
取引基盤事業者は，適時に，講じた措置を停止し，知的財産権者に当該事業者の声
明を転送し，その権利者に管轄行政部門への苦情申立又は人民裁判所への提訴を告
知しなければならない。
　電子商取引基盤事業者は，知的財産権者からの通知，基盤内にある事業者の侵害
行為不存在の声明及び当該処理の結果を，定期的に公表しなければならない。
［不正競争行為の禁止］
　電子商取引活動において，以下の不正競争行為をしてはならない。
⑴　著名なウェブサイトに特有のドメインネーム・名称・商標，又は，著名なウェ
ブサイトと類似するドメインネーム・名称・商標を無権限で使用し，著名なウェブ
サイトとの混同を生じさせ，消費者の誤認を惹起する行為。
⑵　偽造リンク，判然区別できないリンク，及び，その他不正リンクの使用。
⑶　他の事業者のネットワークシステムを攻撃するソフトウェアの使用，及び，他
の事業者の正常な業務を妨げる悪意あるアクセス，接続遮断またはネット店舗の改
竄。
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⑷　誤認を生じさせる政府部門又は社会団体の電子標識の無断使用又は偽造への従
事。
⑸　その他，法律及び規則で定められた不正競争行為。
［事業者信用評価規定］
　電子商取引活動において，以下の電子商取引信用評価を害する行為をしてはなら
ない。
⑴　架空取引又は消極的評価によって，自分又は第三者の業務信用評価を向上させ
る行為。
⑵　取引達成事実と異なる悪意的評価により競争相手の業務信用評価を害する行
為。
⑶　取引相手を攪乱又は強迫して，その自由意思に反し，商品又はサービスの評価
を記述，修正又は削除させる行為。
⑷　その他，公正性・合理性及び客観性の原則に反する信用評価行為。
第 7編　越境電子商取引
［越境電子商取引事業者］
　越境電子商取引とは，商品又はサービスが中華人民共和国の国境を越えて取引さ
れる電子商取引活動をいう。
　越境電子商取引に従事する事業者は，輸出入に関する規制に服し，輸出入を管轄
する行政管理部門に注文書・配送及び交付のデータを提出し，関連する法的責任を
負わなければならない。
　越境電子商取引に従事する電子商取引基盤事業者には，消費者権益を保護する先
行補償規則の制定が奨励される。
［電子的方式］
　国家は，越境電子商取引の輸出入申告及び納税に電子的方式の適用を推進する。
電子商取引事業者は，電子的方式によって国家輸出入管理部門で関連手続きを行う
ことができる。
　電子明細書，電子納税証明書及びその他の電子書類は，印刷された紙書類と同等
の法的効力を有する。
［データの共有と保護］
　国家は，越境電子商取引に関するデータの公開と共有を行う機関を設置して，デ
ータの合理的な活用を促進する。越境電子商取引事業者は，取引中に獲得される個
人情報と商業データを保護し，越境取引データの保存・流動及び保護の仕組みを構
築しなければならない。
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［監督態勢の構築］
　国家輸出入監督管理部門は，越境電子商取引の参入・通関・税金還付・商品検
査・検疫のための制度を構築し，「一本化された窓口」の仕組み，統合された通関管
理態勢及び通関の大規模連携態勢を推進し，情報共有・監督相互承認・法執行相互協
力を実現し，通関効率の向上と安全でより便利な取引を促進しなければならない。
［越境電子商取引の促進］
　国家は，越境電子商取引の発展を奨励・促進する政策と手段を採用し，小規模類
型及び微小規模類型の企業及び関連サービス企業が法にもとづいて業務を行うこと
を支援する。
［越境電子商取引の法律適用］
　越境電子商取引活動に従事するには，本法及び関連法の規定，並びに，中華人民
共和国が締結又は加盟する国際的な条約及び協定における規定に従わなければなら
ない。国際的な条約・協定がないときは，互恵主義が適用される。
［国際協力］
　国家は，異なる国又は地域との越境電子商取引交流・協力の関係構築を推進し，
国際的な法制度に現実的に加入し，国際的な法規の制定に関与し，かつ，電子署名
及び電子的本人確認の国際的な相互承認を促進する。
　国家は，異なる国又は地域との間で，越境電子商取引紛争解決制度を構築・推進
する。
 以上
